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第１編 

序  章 
 

     計画策定のねらい 

 
 東串良町は、平成２３年度（２０１１年度）
に、令和 2 年度（２０２０年度）までの１０
年間を計画期間とした、第５次東串良町総合
振興計画を策定し、「個性豊かな活力あるま
ちづくり」を将来像として、各種施策を進め
てまいりました。 

しかしながら、人口減少、少子高齢化が
進行する中、地方経済・産業活動の縮小等
による地方財政の悪化が懸念されるほか、
南海トラフ巨大地震などの様々な自然災害
リスクへの対応が求められており、そのた
めにも効率的・効果的な行政運営を進めて
いく必要があります。 

また、平成２７ 年（２０１５年）の国連
サミットで採択された長期的な開発目標
（ＳＤＧs）※１に基づき、国において令和
元年（２０１９年）に「ＳＤＧs 実施指
針」の改定及び「ＳＤＧs アクションプラ
ン２０２０」が策定されるなど、持続可能
な世界を実現するために国際的な取り組み
が求められています。 

一方、突然発生した新型コロナウイルス
感染症に対する安全対策、新たな生活様式
への対応等、本町を取り巻く社会環境は大
きく変化しています。 

本町では、このような状況に対応するため、
持続可能な社会を実現する役割を担いつつ、 
 

 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

喫緊の課題である人口減少、少子高齢化問題
に引き続き取り組むとともに、町民の多様な
ニーズや新たなライフスタイルに対応し、安
全に安心して暮らせる持続可能なまちづく
りの実現に向けて、今後 10 年間の将来のま
ちの姿や方向性を示す「第 6 次東串良町総
合振興計画」を策定しました。 

 

計画の位置づけと構成 

 
まちづくりは、産業、教育、保健・福

祉、防災等の多岐の部門が関連し、それぞ
れの取り組みが一体的に連動していくこと
で、より大きな効果をあげることができま
す。 

「第6次東串良町総合振興計画」は、本
町の将来の発展に向けて、今後のまちづく
りの方向性を示した共通の指針となるもの
であり、諸計画全ての実施の基本となるも
のです。 

また、本計画は、まちづくりの基本理
念、将来像、基本施策を明確にし、部門毎
の個別計画に位置付けられている主な施策
を示すものです。 

本計画は、「基本構想」「基本計画」に
より構成されています。 

「基本構想」は、本町が目指す将来像や
実現のための方向性を示すもので、令和13
年度（２０３１年度）を目標年次としてい
ます。 

「基本計画」は、基本構想に基づき、まち 
づくり実現に向けた基本的な施策を示すも
ので、令和４年度（２０２２年度）から令和
８年度（２０２６年度）までの 5 年間を前
期、令和９年度（２０２７年度）から令和 13
３年度（２０３１年度）までの 5 年間を後
期とします。 
 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

Ⅰ Ⅱ 

基本構想 

基本計画 

本町が目指す将来像や実現のための方向

性を示すものです。 

基本構想に基づき、まちづくりの実現に向

けた基本的な施策を示すものです。 

各年度における具体的な事業 
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東串良町のすがた 

 

１）自然条件             

 

① 位置及び面積 

 

本町は、東経１３０度５７分１８秒から１

３１度１分２２秒、北緯３１度２１分１６秒

から３１度２５分５９秒の位置にあります。

大隅半島のほぼ中央部、肝属郡の東端 にあ

り、北は曽於郡大崎町、南は肝属川を境に肝

付町、西は串良川を境に鹿屋市串良町と接し、

東は志布志湾に面しています。 

 町域は、東西に５.５Ｋｍ、南北に９.５Ｋ

ｍであり、総面積は２７．７８Ｋ㎡となって

います。 

 

② 地 勢 

本町には、高隈山系に源を発する串良川、

塩入川、肝属川があり、本町はその恵み    

を受けて発展してきました。 

地形は、北西部が狭く南東部が幅広くなっ

ており、南東部の四角形と北西部の三角形が

組み合った形となっています。そして、山岳

といわれるような高い山はほとんどなく、最

も高いところで海抜７７ｍ、低いところでは

２～３m、平均高度は１０ｍぐらいで、ほと

んどが平坦地です。 

平地は、わずかの高度差をもって台地と低 

地に分かれ、低地はそのほとんどが水田地帯 

であり、また、台地は曽於郡大崎町へ連なり 

大隅半島の一部を形成する畑地帯となって 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

います。 

さらに、集落を囲むように山林が形成され

ていますが、その面積は極めて小さいものと

なっています。 

 地質は、鹿児島県特有の火山灰の上に黒色

土壌が覆い、農作物の育成には必ずしも良好

な土質とは言えず、雨が降ると表土は流され、

日照りが続くと砂ほこりがしています。 

本町は、日向灘を回流する黒潮の影響を受

けて、比較的温暖な気候に恵まれています。

年間平均気温は１７℃～１８℃前後で、年間

平均降水量は、２，８００ｍｍ前後となって

います。 

 

 

 

 

 

 

 

 

Ⅲ 
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2）沿 革              

 

本町の全身である東串良村は、明治２２年

４月 １ 日 の市 町 村 施行 に よ り、 串 良 郷    

から西串良村とともに分村し、産業、経済、

教育 、 交 通な ど 時 代と と も に発 展 し て    

きました。その後昭和７年１０月１日の町制

施行 に 伴 ない 、 東 串良 町 と して の 第 一    

歩を踏み出し、今日に至っています。 

 

 

3）人口・産業構造          

 

① 人 口 

 本町の人口は、昭和３０年の１１，９７０

人をピークに、我が国の経済が高度成長   

期へと向かい、それに伴い中高新卒者や出稼

ぎ者が都市へと流出し、今日まで減少を   

続けています。昭和３５年の国勢調査では１

１，１６１人、令和２年には６，２３７人と

なっており、昭和３５年から令和２年までの

６０年間で４，９２４人（４４．１％）減少

しています。 

 また、少子・高齢化が進むなかで、自然動

態での人口増加は望めない状況にあります。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

② 世帯数と人員 

 本町の世帯数は、核家族化の進展により、

昭和３０年以降増加していましたが、平成２

年を境に減少傾向にあります。平成２７年国

勢調査では２，８２６世帯、令和２年国勢調

査では２，７７２世帯で、この５年間につい

ては変化ありませんが、１世帯当たりの人員

は、世帯分離、出生率の低下による子ども数

の減少等により、年々少なくなっており、平

成２７年は１世帯２．３１人、令和２年は２．

２５人となっています。 
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③ 人口の動向 

本町においても、少子・高齢化が進行して

おり、令和２年の国勢調査によると、年少人

口（０～１４歳）は８７１人（１３．３％）、

生産年齢人口（１５～６４歳）は３，３４７

人（５１．３％）、高齢者人口（６５歳以上）

は２，３１２人（３５．４％）となっていま

す。 

高齢化率は３５．４％で、全国平均２６．

６％、県平均２９．４％を大きく上回ってい

ます。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

④ 産業構造の変化 

 本町の平成２９年の総就業者数は３，３７

３人であり、その内訳は、第１次産業が１，

０５１人（３１．１％）、第２次産業が５９

５人（１７．６％）、第３次産業が１，７２７

人（５１．２％）となっています。 

 これを、昭和３５年と比較すると、この５

６年間に総数で２，１０２人（３８．４％）

の減少となっています。内訳は、第１次産業

においては２，９４５人（７３．７％）減少

し、第２次産業では２４６人（７０．５％）、

第３次産業では５９７人（５２．８％）の増

加となっています。 

 就業者数から見た産業構造は、農業などを

はじめとする第１次産業が低下する一方   

建設業・製造業等の第２次・第３次産業へと

移行している況状にあります。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

S30年 S40年 S50年 S60年 H7年 H12年 H17年 H22年 H27年 R2年
人口 11,970 10,282 8,419 8,254 7,868 7,530 7,122 6,802 6,530 6,237

世帯 2,618 2,804 2,841 3,102 3,087 3,043 2,961 2,964 2,826 2,772

0

2,000

4,000

6,000

8,000

10,000

12,000

14,000

人、
世帯

世帯数と人口の推移

資料：国勢調査 

-4-



⑤ 産業別純生産額 

平成２９年度の産業別の内訳は、第１次産

業が４９億３千２百万円（２３．９％）、   

第２次産業が３３億６千３百万円（１６．

３％）であるのに対し、第３次産業は１２ 

２億２千３百万円（５９．２％）と最も大き

なウエートを占めています。 

 本町の平成２９年度の人口１人当たりの

分配所得は２４６万９千円であり、県平均の 

９９．０％となっています。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

S35年 S50年 S60年 H2年 H7年 H17年 H20年 H27年 H29年
第3次産業 1,130 1,209 1,521 1,693 1,602 1,596 1,458 1,732 1,727

第2次産業 349 520 706 898 780 656 491 599 595

第1次産業 3,996 2,426 1,912 1,693 1,553 1,251 1,147 1,113 1,051

0

1,000

2,000

3,000

4,000

5,000

6,000

人

産業別就業者数の推移

  

資料：市町村民所得推計 
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産業別の就業者数及び純生産額 

 

（単位：人、百万円、％） 

区     分 
就業者数（平成 29 年） 純生産額（平成29年度） 

実 数 構成比 実 額 構成比 

総    数 3,373 100.0 20,630 100.0 

第 １ 次 産 業 1,051 31.1 4,932 23.9 

 農    業 991 29.3 4,822 23.4 

林    業 3 0.1 2 0.0 

漁    業 57 1.7 108 0.5 

第 ２ 次 産 業 595 17.6 3,363 16.3 

 鉱    業 3 0.1 44 0.2 

製   造   業 307 9.1 1,823 8.8 

建   設   業 285 8.4 1,496 7.3 

第 ３ 次 産 業 1,727 51.2 12,223 59.2 

 電気・ガス・水道・廃棄物処理業 2 0.1 233 1.1 

卸売・小売業 397 11.8 1,607 7.8 

運輸・郵便業 130 3.9 1,451 7.0 

宿泊・飲食サービス業 101 3.0 82 0.4 

情報通信業 6 0.2 1,156 5.6 

金融・保険業 38 1.1  677   3.3 

不 動 産 業 18 0.5 1,972 9.6 

専門・科学技術、業務支援サービス業 138 4.1 990 4.8 

公   務 157 4.6 1,123 5.4 

教   育 65 1.9 767 3.7 

保健衛生・社会事業 481 14.3 1,437 7.0 

その他のサービス 194 5.7 728 3.5 

 帰属利子（控除）（百万円） 536 2.6 

 人口１人当たり分配所得（千円） 2,469 ― 

 所得水準（％） 99.0 ― 
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第２編 

基 本 構 想 
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第１章 計画策定の背景 

 

１．東串良町を取り巻く環境と、現
状及び今後の課題 

 

（１）少子高齢化社会の進展と 

定住人口の確保 

 

 令和２年の国勢調査によれば、令和２年１

０月１日の日本の総人口は１億２千７０９

万人となっており、平成２７年１０月１日の

人口１億２千７０９万人より約９６万人減

少しました。現在、日本の総人口は減少傾向

にあります。 

 この要因として、晩婚化・未婚化の加速や、

出生率の低下などが考えられます。 

 これに対し高齢者人口は、いわゆる団塊の

世代が２０２５年には、約２千２００万人を

超えると予想されており、国民の４人に１人

が７５歳以上という、超高齢化社会に突入し

ます。 

 東串良町においても、年少人口の減少、高

齢者人口の増加は着実に進行しており、少子

化対策や関連施策の一層の充実が求められ

ます。 

 少子化対策に関する町民のニーズは、経済 

的助成の充実、施設の整備、各種支援制度・ 

事業の充実など多岐にわたっています。特に 

働く母親が安心して社会で活躍できる受け 

皿を地域社会全体で整えるなど、少子化の進 

行に対応した多様な環境整備が必要となり 

ます。 

 また、高齢者福祉を推進する上では住宅・

施設両面での取組みが必要となっています。 

 町内には特別養護老人ホームやグループ

ホームなどがありますが、町民が求める     

サービスなどを考慮し、民間と行政が連携を 

図りながら効率的な施設整備などとともに

高齢者等の住宅での生活を支える「地域包括

ケアシステム」の構築をさらに進めていく必 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

要があります。 

 多くの町民が東串良町を住みよい町と感

じており、また将来にわたって居住を望んで

います。将来的に人口減少が予想される中、

今後の町政発展のためには、生活環境整備や

雇用・就業関係の改善など、特に若年層の定

住促進を図ることが課題となっています。 

 

（2）産業構造の変化 

 

 インターネットの普及など情報化の進展

や物流基盤の整備によって、人、物、情報の

流れが急速に拡大しています。一方、経済は

デフレ不況から抜け出せず、経済構造の変化

に対応できる新たな経営戦略が必要とされ

ています。また今後は社会環境の変化に伴う

人々の価値観の多様化に対応して、産業のソ

フト化、サービス化が一層進展していくこと

が予想されます。 

 農業では、少子高齢化・人口減少の本格化

により農家数が減少する中で、ライフスタイ

ルの変化や海外マーケットへの進出など新

たな需要への対応が求められています。デジ

タル技術の応用により生産性を向上させる

ことが、労働力不足の解消や農業の成長産業

化に欠かせないものと考えられます。 

 商業では、インターネットの普及や宅配サ

ービスの充実などによって、インタ—ネット

ショッピングなど電子商取引が増え、時間や

地域を越えた買い物が可能となって、地域の

生活文化にも影響を与えています。小売業を

取り巻く環境も厳しく、大型小売店などの進

出によって厳しい経営をせまられています。 
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 観光においては、余暇の時間の過ごし方な

どの多様化に伴い、観光に対する意識やニー

ズも大きく変化しています。従来の物見遊山

的観光から着地型観光へのニーズも高まっ

てきています。今後は高齢化に伴い、憩い・

安らぎ・癒しを求める傾向が一段と進むと考

えられます。 

 東串良町では、就業人口総数が減少傾向に

ある中、第３次産業への就業人口は増加して

おり、全体に占める比率も大きくなっていま

す。一方第１次産業は就業人口の減少、比率

の低下が進んでおり、また、２次産業につい

ても減少傾向にあります。今後の産業動向を

踏まえ、業産別就業施策の検討が求められま

す。 

 東串良町の基幹産業である農業は、農家数

の減少、高齢化、後継者不足など多くの課題

があります。課題解決の方策の一つとして取

組んでまいりました、担い手育成を図るため、

認定農業者制度の推進や新規就農の促進を

図り、農地集積・団地化による規模拡大など

生産性の高い農業を目指し魅力ある農業を

今後も推進します。 

工業（製造業）については、長引く景気低

迷の影響などから、事業所、従業員数、出荷

額などいずれも減少傾向にあります。企業誘

致の推進、地元企業の育成、雇用環境の整備

など安定的な雇用の場としての振興策が求

められます。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 東串良町の商業は、小売業を中心とした経

営となっています。消費者からは、商品の充

実、営業時間の延長など、ライフスタイルや

ニーズの多様化に対応したきめ細かいサー

ビス提供が求められているため、ＥＣサイト

など時間を選ばない販路拡大が必要です。ま

た、食品関連業者においては、販路拡大とし

て商談会等での成果をあげるために、豊かな

地域資源を活用した商品の開発や、エコロジ

ーを意識するなど、付加価値を付けていくこ

とが必要です。 

 東串良町には豊かな自然や、古墳、伝統芸

能など歴史的資産があります。この資源を有

効に活用するとともに、体験型交流など新た

なタイプの観光資源のなど地域の活性化に

寄与する観光の振興を図る必要があります。 

 

（３）安心・安全で快適な 

まちづくりの推進 

 

 バリアフリー、ユニバーサルデザインの思

想の普及や、環境意識の高まりとともに人々

が、生活道路、公園、河川など身近な生活環

境を見直し、より安全性、快適さを求める傾

向が強まっています。 

 また近年、犯罪の悪質化や災害の複雑化・

大規模化がなどへの不安が増しており日頃

のセキュリティ対策、防災対策の重要性が認

識されつつあります。 

 さらに高齢化の急速な進展や新型コロナ

ウイルス感染拡大による新しい生活様式の

実践など社会生活の大きな変化に伴い、医

療・介護・保健福祉サービスに対するニーズ

も高度化、多様化しています。 

 このように、人々の生活を取り巻く環境が

大きく変化していく中で、高齢者や障がい者

はもとより、すべての人が不安なく平穏に暮

らせるまちづくりが求められています。 

 東串良町では、これまでのまちづくりの取

り組みにより、道路、上水道など主な公共施

設については概ね、一定の整備水準に達して

いるといえます。今後は柏原海岸の整備や既
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存施設の管理・利用促進などが課題であると

いえます。 

 また、本町の未来を育む町の拠点づくりと

して、老朽化した公共施設を集約した複合施

設の整備が喫緊の課題であります。 

 交通安全、防犯、防災の面での安全対策に

ついては、概ね町民の満足が得られています。 

しかし、日頃から災害時の行動方法を広く周

知徹底し、防災行政無線の活用など災害時の

連絡体制の整備を図り、関係機関との連携に

よる防災の備えを充分にしておくことが大

切です。（東串良町地域防災計画の運用） 

 また、医療・介護・保健福祉面では、広域

的な課題も山積しており、大隅４市５町で構

成する保健医療推進協議会において、課題解

決に取組んでいます。とくに、産科医をはじ

め小児科医、麻酔科医の確保や助産師の育成

などは少子化や人口減少問題にも直結して

おり、早急且つ継続的な対策が必要となって

います。 

 また、介護保険事業では施設入所を希望す

る要介護者等の待機者が常態化しています。

さらに、介護業務に従事する人材不足も大き

な課題となっており、施設の拡充も容易では

ありません。これらの課題を解決するため、

町では、多職種連携による様々なサービスを

効率的に使い、在宅での生活を可能にする

「包括ケアシステム」の構築が必要となりま

す。 

 また、障がい者に対する対策として、多様

化する障がい者の社会生活を支えるため、専

門の施設が設置運営する各種サービス事業

への新支援とともに、障がい者と健常者が垣

根を超え、共に生活できる地域社会をつくる

必要があります。 

 

 

 

 

 

 

 

（４）教育・文化環境の向上 

 

 少子化の進行を背景に、次代を担う子ども

たちの健全な育成の場が必要とされ 

ており、またそのためにも、地域社会の中で、

幼児から高齢者までの多世代が交流する場

や機会が求められています。 

 一方、自由時間の増大や長寿化の進展など

により、知識・教養を深める学習活動や趣味・

文化・スポーツ活動といった、生涯を通して

心身の豊かさや生きがいを求める活動が、活

発になってきています。また、清掃などボラ

ンティア活動を通して地域社会に貢献・参加

する社会活動も盛んになっています。 

 こうした中、東串良町の教育環境をみると、

保育所・幼稚園については今後、少子化、核

家族化の進行による乳幼児人口の動向を見

極めながら、子育て支援の最も重要な施設と

して対応していく必要があります。また小学

校・中学校については、耐震工事や空調整備

が進むなど、教育施設・教育環境は一定の水

準を達していますが、今後はＧＩＧＡスクー

ル構想など教育環境の変化に応じた柔軟な

対応が課題となっています。 

 一方、生涯学習・文化・スポーツ環境をみ

ると、総合センター、総合体育館、町民運動

場、集落公民館などがありますが、建設から

数十年経過し、施設の老朽化による修繕等が

増える等課題となっています。 

 また、健康、自然とのふれあい、文化・教

養に対する町民の関心は高く、ボランティア

活動や地域活動への関心が高くなっていま

す。これらの点を踏まえて、生涯を通して町

民が学習し、活動できる場や機会の拡充が求

められます。 
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（５）自然環境の保全 

 

人と自然が共生できる社会にするために、

低炭素社会・自然循環型社会への転換を地球

規模で捉える考え方が広まっています。後者

におきましても生産・流通消費などの各段階

を見直し、ごみや廃棄物の発生を抑え、環境

への負荷のかからない社会を形成すること

が求められています。 

 リサイクル型の社会の確固たる確立には、

都市鉱山と呼ばれ見直されている家電製品

等を、法律を含む国内を包含した収集処理シ

ステムの見直しや一人ひとりの意識啓発が、

資源小国の我が国としては必然であります。

生活環境については、合併処理浄化槽の普及

推進や単独処理浄化槽の適正管理の徹底が

望まれます。   

自然環境に対する住民の意識は高く、豊か

な自然は町民共有の財産でもあります。今後

は、不法投棄の排除、環境美化運動の展開な

ど、豊かな自然を守り続けるための環境対策

が求められます。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

（６）地域コミュニティの活性化と 

    町民参加のまちづくりの推進 

    

 阪神・淡路大震災を契機として、ボランテ

ィアや NPO 法人団体などによる福祉活動、

まちづくり活動が盛んになっています。また、

男女共同参画社会の形成に向けた取り組み

のように、性差や、年齢障がいの有無に関係

なく、だれもが個性や能力を十分発揮し、互

いに協力し認めあう社会を築こうとする活

動も活発になっています。こうした地域にお

ける社会活動を通じて、住民のまちづくりへ

の参加意識は高まっており、行政においても

近年、住民の意向を施策に反映させる手法・

方策が意欲的に採り入れられています。 

 このような気運を高め発展させていくた

めには、住民一人ひとりが自覚と責任をもち、

積極的に参画することが求められています。

そのためには、さまざまな交流機会を通じて、

地域の一員として意識の啓発、醸成を図り、

立場や世代を超えたコミュニティの形成を

促進する必要があります。 

 東串良町においても、各種ボランティアな

どのコミュニティ活動が行われていますが、

今後はその活動分野や内容をより拡充し、積

極的な町民参加を促進していく必要があり

ます。また、男女共同参画社会の形成につい

ては、形成に向けた町民の意識を高め、関連

施策の取り組みを進めることが望まれます。 

 また、住民同士、あるいは住民と行政との

連携で「自助・共助・公助」によるまちづく

りを行うためには、相互の情報交換や、行政

からの情報開示・提供が欠かせません。特に

保健福祉事業、行政関係などについては積極

的な情報提供が求められています。 
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第２章 東串良町の将来像 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

基本理念 

 東串良町は、これまで「個性豊かな活力あるまち」の創造を基本理念として、ま    

ちづくりの推進に取り組んできました。また、政府の経済対策により雇用の創出は一定の

効果はあったものの、デフレから完全な脱却ができたとは言い難い状況が続いています。

それに加え、新型コロナウイルス感染症の感染拡大により、社会情勢は一変し、生活や雇

用形態など、これまでの常識が通用しない「with コロナの時代」に突入しました。 

地方では過疎化、少子・高齢化等がますます進み、産業や経済、住民生活に影響    

を及ぼし、地域を取り巻く環境は様々な問題をかかえています。 

 一方、社会や人々の要請は多種多様化し、自治体として質の高い行政サービスが    

求められています。 

 このような基本認識の下に、本町の将来像を描くに当たっては引き続き「個性豊かな活

力あるまち」の創造を基本理念とし、「住みたいまち東串良」、「住んでよかったまち東串

良」を目指します。 
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第３章 将来の目標 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 「個性豊かな活力あるまち」づくりの基本理念に立ち、本町がもつ自然と特性を生かした

まちづくりを進めるため、次の５つの将来目標を掲げ、総合的な施策を講じていきます。 

1 自然と調和した躍進するまちづくり 

２ 快適で安心して暮らせる環境のまちづくり 

３ 健康で生きがいとふれあいのあるまちづくり 

４ あしたをひらく心豊かな人づくり・文化づくり 

５ 住民参画による共生・協働のまちづくり 

個
性
豊
か
な
活
力
あ
る
ま
ち 
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第４章 基本施策 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

活力ある農業の振興 

 

本町の地理的特性を生かした地域農業の

確立と環境保全型農業を目指し、安全な高   

品質の農畜産物の生産と低コスト農業の確

立により、農業生産及び農家所得の向上を   

図ります。 

 また、社会経済情勢の変化にも対応しうる

農家の育成、若者が魅力と生きがいを感   

じる農業の確立を図るため、新規就農者への

支援等を強化しつつ、経営の近代化に努   

めながら自然と調和した住みよい農村空間

を創造し、活力ある農業・農村づくりを進め

ます。 

  

 

  

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

活力ある水産業の振興 

 

 海面漁業の活性化を図るために、稚魚など

の放流活動を進め、つくり・育てる漁業   

を積極的に推進するとともに、人工魚礁の設

置による漁場造成などにより回遊魚の定   

着、繁殖、保護に努め、海面漁業の基盤づく

りを図ります。また、漁業が将来にわたって

持続的に発展していくために、漁業後継者の

育成を推進します。 

 内水面漁業については、採捕組合活動の適

正化に努め、養殖業者、養鰻組合間の連携を

図り、生産・流通体制の整備・確立を進めま

す。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

１．自然と調和した躍進する産業のまちづくり 

  

人と自然のふれあいを基本にして、各産業を有機的に融合し、元気な活力ある産業が  

発展し続けるまちづくりを進めます。 

 農業については、本町の基幹産業として消費者ニーズに応えうる地域農業の確立を目  

指し、水産業については、魚礁の設置やつくり・育てる漁業振興を展開します。 

 また、町の経済力を高め、豊かな住民生活と人口定住を促す活力と吸引力のある商工  

業や魅力ある観光の振興を図ります。 
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活力ある商工業の振興 

 

 商業、サービス業の自立活動を基本として、

経営 の 合 理化 ・ 近 代化 や 人 材育 成 な ど   

を進めるとともに、観光や農業などの他の産

業と併せた特色ある商品・商業地づくりを目

指し、商工会を中心として関係機関と密接な

連携を図りながら、魅力ある商業環境づく   

りに努め、消費人口の拡大、商店街活動の充

実や地元購買力の強化と販路拡大を図り、商

店街の活性化に努めます。 

 工業（製造業）については、地場産業の振

興とあわせ、若い人たちに対応した就業   

の場の確保を基本に、新しい時代に即応した

企業の誘致と、地元企業や既誘致企業の   

成長・発展を支援し、雇用の場の創出を図り

ます。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

魅力ある 

  観光・レクリエーションの振興 

 

 生活様式の多様化・高度化による余暇時間

の増大、自然とのふれあいに対するニー   

ズの高まりなどを背景に、周辺市町の観光レ

クリ エ ー ショ ン 施 設と の 連 携を 図 り な   

がら、豊かな自然の中で気軽に遊び・憩うこ

とのできる環境づくりに努めます。 
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町発展、快適な暮らしを支える条件整備 

 

●計画的な土地利用 

 

 土地の有効かつ適正な利用を総合的かつ

計画的に図り、自然環境の保全に配慮しつ   

つ豊かな住民生活や活力ある生産活動が営

まれるよう、調和のとれた住みよいまちづ   

くりを進めます。 

 

 

●交通網の整備 

 

 幹線道路への関連町道の計画的な整備を

進め、地域住民の交通の利便性の向上や安全

対策を図っていきます。また、国道・県道に

つい て は 、未 整 備 区間 の 拡 幅改 良 な ど   

国、県へ強く要望促進します。 

 地域住民の通学、通院や、その他日常生活

に必要不可欠な路線バスの維持存続のため   

関係機関の協力を得ながら広域で連携し住

民の交通手段の確保に努めます。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

●高度情報化への対応 

 

 情報通信技術はめざましい発展をみせて

いるものの、近年の新型コロナウイルス対応

において、地域・組織間で横断的にデータが

十分に活用できないことなど様々な課題が

浮き彫りとなりました。 

こうしたデジタル化の遅れを取り戻し、

「新たな日常」の原動力・社会全体の活性化

に資するための情報基盤整備を図り、保健・

医療・福祉・教育・文化など町民が関わる多

様な分野において、町民の立場に立った質の

高い行政サービスの整備を推進します。 

また、制度や組織の在り方等をデジタル化

に合わせて変革していく、言わば社会全体の

デジタル・トランスフォーメーション（DX）

に取り残されないよう、町民に対する情報教

育などを推進します。 

２．快適で安心して暮らせる環境のまちづくり 

  

 私たちは、恵まれた自然環境のなかで、健康で文化的な生活を営む権利を有するとと  

もに、恵み豊かな環境を保全・創造し、次代に引き継ぐ責務を有しています。 

 このため、町民・事業者・団体・行政などがそれぞれの役割と認識のもとに、自然や  

資源を大切にして環境への負荷を軽減し、自然の循環が損なわれない社会を築くことが  

重要です。 

 このような考え方に立って、自然環境の保全と調和を基調に、土地の有効利用を図り  

ながら、魅力ある道路・公園・など生活環境施設の計画的な整備に努めるとともに交通  

安全・消防・防災などを充実させ、安全に暮らせるまちづくりを進めます。 

 また、自然環境の保護と創出、ごみ対策、生活雑排水の浄化など積極的な施策の展開  

により「環境共生・循環型社会づくり」を目指します。 
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快適な生活環境の整備 

 

●水道の整備 

 

 水道事業を取り巻く環境の変化に適切に

対応しながら、施設や管路の耐震化を考慮し

た更新・整備を順次行い、水道水の安心・安

全な安定供給と施設管理の効率化、経営の健

全化を図り、持続可能な水道事業の運営に努

めていきます。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

●生活排水対策 

 

 町内全域を対象に小型合併処理浄化槽の

設置の推進を図り、快適な生活環境の確保と

公共用水域の水質保全を図ります。 

 

 

●住宅の整備 

 

 住宅の整備については、入居者が安全・快

適な生活ができるように改善事業への重点

化や、耐震改修を推進していきます。また、

老朽化した住宅については、修繕で対応し、

併せて、民間資金活用集合住宅建設の促進を

図りながら居住水準の向上と良好な住環境

の整備を目指します。 

 

 

 

安全な生活環境の整備 

 

●交通安全対策の推進 

 

 歩行者、自転車利用者が安心して通行でき

る道路環境や交通安全施設の整備を進め、   

地域・学校・職場などにおける交通安全教育、

地域ぐるみの交通安全運動を積極的に推進

します。 

 

 

●消防・防災体制の充実 

 

 地域・職場などと連携し、協力体制を整え、

消防団員の確保、施設、設備の拡充に努めな

がら消防団の消防力を強化し、町民の防火意

識を高め、地域ぐるみの消防体制の確立を図

ります。 

 防災については、災害に強いまちづくりの

推進のため、町地域防災計画に基づく災害時

の緊急体制の整備を進めるとともに、振興会

を基盤とした自主防災組織の組織化を促進

し、防災教育などを通じ町民の防災意識の高

揚に努め、災害発生の際は災害から町民を守

り、被害を最小限に抑えるための情報伝達体

制の充実を図ります。 
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●防犯対策の充実 

 

 地域ぐるみの防犯活動を積極的に進め、自

主防犯活動の充実を図るとともに、地域   

住民相互の連帯、防犯意識の高揚に努め、街

灯設置など夜間犯罪防止と地域住民の安心・

安全確保に努めます。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

生涯にわたる健康づくり 

 
●保健活動の充実 
 
「健康」は幸せの最も基本となるものであり、

町民共通の願いです。健康は、町民一人ひと

りが「自分の健康は自分で守る」という基本

的な考えのもと、自主的な努力を重ねながら

実現していくことが大切です。 

 また、感染症対策としてすべての町民が

「新しい生活様式」の実践に取り組む必要が

あり、保健衛生への関心を高める健康教育の

普及充実が求められます。 

 これらの課題に積極的に取り組むため保

健福祉に係るハード・ソフト両面にわたり機

能の充実と活動の促進に努めます。 

●環境への負荷の少ない 

循環型社会づくり 

 

 複雑・多様化する環境問題を解決していく

ためには、町民、行政、事業者、観光客   

などの社会を構成するすべての主体が、日常

生活や事業活動により環境へ影響を及ぼし

ていることを認識し、環境への負荷を低減す

るよう活動を見直すとともに、互いに連携・

協力して環境の保全及び創出に向けて取り

組んでいくことが必要です。 

 このため、私たちの意識を改革し、ライフ

スタイルや社会システム全般を見直し、自主

的かつ積極的に環境保全活動に参加・協働す

る社会実現を目指し、環境への負荷が低減さ

れることによって、資源が循環し効率的に活

用される循環型社会づくりを進めます。 

 また、ごみの適正処理、リサイクルの推進、

持続可能な農業・商工業の推進、生活雑排水

の浄化などを推進します。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

●高度医療・救急医療体制の充実 

 

 高度医療体制や救急医療体制については、

広域的に整備、充実を図る必要があるため、

関係市町や医師会などと連携し、医療環境の

整備促進に努めます。 

 

３．健康で生きがいとふれあいのあるまちづくり 

  

 少子高齢化の急速な進展や新型コロナウイルス感染症の感染拡大により、社会情勢が一変

するなか、人生百年時代を生き抜くため「健康寿命」を延伸する取り組みを進めます。 

 また、健常者と障がい者が共に暮らす思いやりに満ちた福祉の環境づくりに取り

組みます。 
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地域福祉の充実 

 

●高齢者福祉の充実 

 

 高齢者が安心して暮らすことができるよ

うに、医療と介護の連携、在宅と施設の連携

などを強化し、地域における医療・介護・保

健福祉のサービスを円滑に推進する「地域包

括ケアシステム」の構築に努めます。 

 

 

●母子保健・児童福祉の充実 

 

 妊娠初期から産後まで妊産婦の心身の健

康を守るとともに、子育てに喜びや楽しみが

持てる環境づくりや児童養育の根幹をなす

過程における子育てを支援するため、子育て

世代包括支援センターの機能強化を図り子

育て世代に寄り添う支援の充実に努めます。  

また、育児と仕事が両立できる環境づくりに

努めるため、次代を担う児童の権利擁護、健

全育成及び資質の向上を図り、子どもの個性

や能力を伸ばすことのできる地域社会を築

いていきます。 

 また、ひとり親家庭の親と子が、社会的に

自立し、生きがいに満ちた生活を送るために

は経済的安定を図ることも一つの大切な要

因となります。しかし、就労の確保をはじめ、

親子の健康づくり、地域社会との関係づくり

など様々な課題も存在しています。これらの

課題を解決し、安心して子育てができる環境

整備、総合的な支援を進めます。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

●障がい者福祉の充実 

 

障がいのある人も障がいのない人と同じ

ように住み慣れた地域の中で生活できる社

会環境を整備するため、障がい者の就労や住

環境の支援など、広域的に関係機関が連携し、

障がいのある人が住み慣れた地域や家庭で

いきいきと安心して暮らせる社会づくりに

努めるため、行政と住民が一体となって総合

的な障がい者福祉の向上に努めます。  

 

 

●地域福祉活動の充実 

 

 町民一人ひとりが福祉についての理解を

深め、互いに助け合う地域づくりを目指し、

「共に取り組む」気運の醸成に努めるととも

に、地域住民も参画する包括的な相談支援体

制の整備を推進します。 
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生涯学習の推進 

 

●生涯学習の推進 

 

 これまで、「生涯学習のまちづくり」を目

指して様々な施策を展開し、所期の成果はあ

がっているものの、必ずしも学習成果を活用

した地域づくりにつながっていない状況が

あり、今後は「生涯学習によるまちづくり」

への意識の転換を図る必要があります。 

 このため、生涯学習の観点に立った学校教

育、社会教育を推進し、心の通い合う人間性

豊かで、創造性と社会性に富む町民の育成に

努め、活力あるまちづくりを進めます。 

 また、町民が、いつでも自由に学び、個性

豊かな自己表現ができるよう、生涯学習体制

の整備・充実等に努め、総合政策として積極

的に推進します。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

学校教育の充実 

 

●学校教育の充実 

 

幼児教育・学校教育・社会教育にいたる生

涯学習の活発化を図るため、地域社会・学校・

家庭が連携をさらに密にし、教育を展開する

ことが重要です。 

 幼稚園教育・学校教育・社会教育の改善充

実と適正な学習機会の拡充に努め、国際化や

情報化が一層進み、急激に変化する時代に対

応できる教育を推進するとともに、生涯学

習・国際化社会・情報化社会等も考慮した、

教育・学習環境づくりを積極的に推進します。 

「あいさつ」と「ありがとう」、「静かに聞く」、

「自分で考える」の 3 つを一時徹底事項と

し、未来の創り手となるための必要な資質・

能力を子どもたちに育んでいきます。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

４．あしたをひらく心豊かな人づくり・文化づくり 

  

「あしたをひらく心豊かな人づくり・文化づくり」を目指し、生涯学習の観点に立った学

校教育・社会教育を推進し、主体性、創造性、国際性を備えた心身ともに健康で、人間性豊

かな町民の育成を目指し、活力ある教育の振興を図っていきます。 
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社会教育・文化活動の充実 

 

●社会教育の充実 

 

 著しい社会経済情勢の変化に伴ない、家庭、

地域社会の教育力や連帯感の希薄化が生じ

つつあります。生涯学習社会の形成を目指し

て、関係団体との連携を図りながら推進体制

の充実、多様な学習機会の拡充、社会教育施

設の整備を進めます。 

 また、郷土の特色を生かした諸施策を展開

し、家庭や地域の教育機能の活性化に努めま

す。 

 

 

●文化活動・文化財保護の充実 

 

 社会経済環境の急激な変化を背景に、人々

の価値観や生活様式の多様化が一層進みつ

つあるなかで、物の豊かさよりも心の豊かさ

を大切にし、生活のゆとりやうるおいを重視

した個性的で、創造的な生き方を求める傾向

が強まっています。 

 文化活動は、人々の心のよりどころとして

必要不可欠なものであり、伝統芸能や歴史的

文化遺産の保存・伝承に努める一方、新たな

時代にあった町民文化の創造と活用を図り、

地域社会の活性化や生きがいのある人生が

送れるよう、薫り高いふるさと文化基盤の整

備・充実に努めます。 

 また、学校教育や生涯学習で、町民が郷土

の豊かな自然や地域文化に触れる機会の拡

充を図るとともに、自ら文化活動に参加でき

る環境づくりと後継者育成を進めます。 

 

 

 

 

 

 

 

●新時代に対応する教育の推進 

 

 国際化、高度情報化の進展、核家族化、少

子化の進展に伴ない、地域社会の連帯感の希

薄化や青少年を取り巻く諸問題等、社会環境

は大きく変化してきているなかで、次代の郷

土を担う心豊かな青少年の育成や生涯学習

の推進に努めてきました。 

 しかし、社会経済情勢の変化は著しく、こ

れに的確かつ柔軟に対応し、２１世紀の新し

い郷土づくりを担う創造性豊かな人材の育

成、確保が重要となっています。 

 国際化に対応する国際性豊かな人材の育

成のため、青少年の主体的な社会参加活動   

の促進及び国際交流事業の活用をはじめ、

様々な国際交流事業が行われるよう関係団

体の育成、関連情報の提供などの充実を図り

ます。 

 また、すべての町民が豊かな人生を自らひ

らき送れるよう、国際化に関する学習機会の

拡充など、生涯学習社会の環境づくりを積極

的に推進します。 
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スポーツ・レクリエーション活動の振興 

 

●スポーツ活動の促進 

 

 東京オリンピックなどによる社会的高揚

感の中でスポーツ全般に関心が高まってき

ており、その中で町民運動場、町総合体育館

やその周辺施設の整備も図られ、町民が主体

的に健康づくりやスポーツ活動に取り組む

環境整備は整ってきました。一方で、生産年

齢にある壮年層のスポーツ活動や体力づく

りへの取り組みが十分とはいえず、健康問題

への懸念もみられる状況であります。 

そこで、これまで開催してきた町民運動会、

駅伝競走大会、職域バレーボール大会などの

町民参加のスポーツイベントをさらに充実

させながら、いつでも、どこでも、だれでも、

気軽に参加できるスポーツ機会の新たな創

出を促進していきます。 

 このため、指導者の養成や情報提供体制の

充実、各種団体（体育協会、スポーツ少年団

など）の育成を図るとともに、健康やスポー

ツに対するニーズの多様化・高度化に対応し

うる体制を整備し、競技力向上と健康の維持

増進を同時に目指します。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

男女共同参画社会づくり 

 

●男女共同参画社会づくり 

 

 社会構造の変化、男女雇用機会均等法の定

着など、女性の社会参加が増えてきています。

豊かで活力ある未来を築くため、お互いの人

権を尊重しながら男女平等をめぐる意識づ

くり、環境づくりを進め、男女共同参画社会

を構築します。 
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地域コミュニティの再生・創出 

 

 地域コミュニティの最小単位である振興

会は、地域活動や住民活動を支える基盤とし

て機能してきました。同様に、子ども会や高

齢者クラブなどの地域の各種団体もその目

的達成のため活動を展開していますが、少子

高齢化や過疎化、家族形態の多様化・個人化

の進展、共同体意識の希薄化に伴い、振興会

活動への参加者の減少やリーダーの確保が

困難になるなどコミュニティ機能の脆弱化

が進行しています。このような中、新しい共

生・協働のまちづくりを推進します。 

 

 

 

地域の総意をつくり活かす仕組み 

 

 弱くなった地域の力を再生させるために

は、既存の枠組みにとらわれずに、地域の総

力を結集するような仕組みが必要です。地域

にある様々な団体が一つの組織としてまと

まり、身近な事柄について地域の総意をつく

りあげる。そこで決まったことは、行政や地

域内の住民、団体が尊重する。こういったこ

とが制度上きちんと保障されることが重要

であり、このような仕組みとして、近隣自治

組織の構築を推進します。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

地域が必要とする 

サービスが提供される仕組み 

 

 住民が公共サービスの受益者であると同

時にサービスの提供者になることが求めら

れています。地域社会の課題や特定のテーマ

について自らの意思で課題解決に取組むＮ

ＰO やボランティアは、共生・協働の地域社

会づくりの担い手として期待されています。 

  また、高齢化等で弱くなった地域コミュニ

ティの活性化には、ＮＰＯなど地域外との携

連を図っていきます。 

 

 

 

 

 

人材を発掘・養成する仕組み 

 

「地域づくりは人づくり」と言われます。

地域活動を担う人材発掘・養成は、実践活動

を通じた経験と、知識を得るための学習を積

み重ねていくことが大切です。行政は実践的

講座や体験活動への参加機会の提供など、リ

ーダーの能力向上のきっかけとなる支援策

が求められています。また、豊かな経験やノ

ウハウを持つ高齢者や未就労の技能習得者

など地域の潜在的な力の活用を進めます。 

 

 

 

 

 

 

５．住民参画による共生・協働のまちづくり 

  

住民や地域の振興会、NPO、ボランティア団体が行政と連携し、まちづくりや地域コミュ

ニティづくりを進めるとともに、住民が参加しやすい環境づくりや、まちづくりをけん引す

るリーダーの育成に努め、住民参画による共生・協働社会を目指します。 
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第５章 人口の見通し 

 

１．人口の将来予測 

 

 本町の人口は、昭和３０年の１１，９７０

人をピークに、その後減少の一途をたどって

います。 

 我が国の経済が高度成長期へと向かい、そ

れに伴って若年層を中心とした都市への流

出が続き、今日に至っています。 

 平成２７年の国勢調査では、人口６，５３ 

０人、令和２年の国勢調査では、６，２３７ 

人となっており、鈍化の傾向にはありますが、 

まだ依然として減少しています。 

 一方〔別表１〕の本町の人口構成を見ると、

令和２年は、若年人口が１３．３％、生産年

齢人口が５１．３％、高齢人口が３５．４％

となっています。 

 これが、令和２２年には、総人口が４，５

０１人で、構成比で見ると高齢人口が、３９．

０％と高くなり、本町においても「３人に１

人が６５歳以上」と、高齢化社会はますます

進んでいくことが予想されます。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

２．目標人口 

 

 働く場を確保することが必要であると、大

部分の町民が望んでいます。 

 人口増を図るためには、様々な取り組みが

必要ですが、そのためには、若者が就労でき

る企業誘致や地場産業の推進を図るなど、若

者が定住できる環境整備を積極的に推進し、

特に生産年齢人口の維持確保とそれ以上の

将来人口を目指すことが重要な課題です。 

 このようなことから、計画の最終年度であ

る、令和１２年度（２０３０年度）における

目標人口を５，７３０人とし、その目標に向

かって諸施策を講じて人口の定着化を図る

必要があります。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

+ 

 

 

    

 

区    分 
令和２年 

（国調人口） 
令和７年 

（推計値） 
令和２２年 
（推計値） 

人口の増減状況 

（令和２年を１００と

した場合の令和２２年

の指数） 

東 

串 

良 

町 

総 人 口        

 （構成比） 

 ６，２３７人 

（１００．０％） 

 ５，６７１人 

（１００．０％） 

 ４，５０１人 

（１００．０％） 
   ７２．２ 

１ ５ 歳 未 満        

 （構成比） 

 ８７１人 

 （１３．３％） 

   ７８３人 

 （１３．８％） 

   ５５９人 

 （１２．４％） 
   ６４．２ 

１５歳～６４歳 

 （構成比） 

 ３，３４７人 

 （５１．３％） 

 ２，７０８人 

 （４７．８％） 

 ２，１８９人 

 （４８．６％） 
   ６５．４ 

６ ５ 歳 以 上        

 （構成比） 

 ２，３１２人 

 （３５．４％） 

 ２，１８０人 

 （３８．４％） 

 １，７５３人 

 （３９．０％） 
   ７５．８ 

鹿 

児 

島 

県 

総 人 口        

 （構成比） 

１，５８８千人 

（１００．０％） 

１，５１１千人 

（１００．０％） 

１，２８４千人 

（１００．０％） 
８０．９ 

１ ５ 歳 未 満        

 （構成比） 

  ２２０千人 

 （１３．５％） 

  １９５千人 

 （１２．９％） 

  １５１千人 

 （１１．８％） 
   ６８．６ 

１５歳～６４歳 

 （構成比） 

９２９千人 

 （５７．０％） 

７８５千人 

 （５２．０％） 

  ６２７千人 

 （４８．８％） 
   ６７．５ 

６ ５ 歳 以 上        

 （構成比） 

  ４７９千人 

 （２９．４％） 

  ５３１千人 

 （３５．１％） 

  ５０６千人 

 （３９．４％） 
  １０５．６ 

資料：国勢調査泳及び国立社会保障・人口問題研究所  

〔別表１〕 人口の将来予測
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第６章 構想の実現に向けて 

 

 

町民とともに進めるまちづくり 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

●町民参加の促進 

 

 町民の声を行政施策に反映させるため、地

域の自主的なコミュニティ活動を助長し振

興会組織の育成を図りながら、地域住民が主

体的にまちづくりに参加できるよう、その体

制づくりを進めるとともに、広報・公聴活動

を充実させ、情報公開を進めながら諸施策な

どを推進します。 

 

 

●効率的な行政運営 

 

社会経済情勢の変化、多様化する行政需要

に対応しうる行政を進めるため、職員の資質

向上、事務の簡素化などを図りながら、効率

的な事務執行に努め、きめ細やかな住民サー

ビスを提供します。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

●健全な財政運営 

 

 財源の計画的・重点的な配分や、より一層

の経費の節減合理化に努め、弾力性のある健

全な財政運営を進め、事務事業を計画的に進

めます。 

 

 

●広域行政の運営 

 

地域住民の生活圏や産業活動の広域化に

伴い、多様・高度化する行政需要に対応する

ため、周辺市町と連携し、今まで以上に積極

的に広域行政の推進に努めます。 

 また、大隅広域定住自立圏形成協定に基づ

き、定住自立圏全体の人口定住のために必要

な生活機能を確保し、自立のための経済基盤

を培い、地域の活性化を図ります。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 個性豊かな活力あるまちづくりを目指すため、限られた財源をもって行財政の効果的、効

率的な運営を図りながら、町民と行政が一体となって計画の着実な推進を図ることが重要で

す。 

 生活様式の多様化や行政需要の複雑化に伴い、増大するニーズに的確・効率的に対応  

できる行政機構の見直し、事務の効率化、広域行政の充実、健全な財政基盤の確保に努める

と共に、広報・公聴活動の充実を図り、町民の行政参加を促進し、町民とともに歩むまちづ

くりを進めます。 
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東串良町では、平成２３年度に「東串良町総合振興計画」を策定し、これまで１０年間「個

性豊かな活力あるまちづくり」を目指して、産業振興や住民福祉の向上等の各種施策を積極

的に取組んでまいりました。このたび前町総合振興計画を見直し、大きく変化している社会

経済情勢、少子高齢化の中で、定住人口の維持・増大、産業構造の変化に応じた雇用・就業

機会の確保、住民のニーズに応じた環境改善など重要課題に対処すべく、令和４年度を初年

度とし令和１３年度を目標年次とする「東串良町総合振興計画」を策定しました。 

平成１８年に策定しました集中改革プランを効率的に運用しながら、行財政改革に取り組

んでおります。また、国際的情報通信網の整備やＩＣＴ化が急速に進み、地域間（個人間）

の情報格差が拡大することも懸念されることから、技術革新による産業構造の変化も予測さ

れます。今後、全国的な出生率の低下による少子高齢化がますます進み、２０５０年には１

億人を割り込むと予想され、労働者不足による経済活動の低迷も深刻な問題となるところで

す。 

このようなことから、総合振興計画の基本構想に基づき基本計画（目標年次令和１３年度）

を策定しました。住民の皆様とともに「個性豊かな活力あるまちづくり」を目指し、さらに、

住民、議会のご協力を頂きながら国・県関係機関との連携のもとに、この計画を基本として、

全力で町政運営にまい進したいと思っています。 
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第３編 

基 本 計 画 
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ＳＤＧｓの推進 
 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 我が国では、「持続可能な開発目標（ＳＤ

Ｇｓ）実施指針」（令和元年１２月２０日改

定）において、政府及び各ステークホルダー

は、各種計画や戦略、方針の策定や改定に当

たっては、ＳＤＧｓを主流化（ＳＤＧｓの要

素最大限反映）することとしています。 

 また、国の第２期「まち・ひと・しごと創

生総合戦略」において、横断的な目標（新し

い時代の流れを力にする）において、「ＳＤ

Ｇｓの理念に沿って進めることにより、政策

全体の全体最適化や地域課題解決の加速化 

という相乗効果が期待でき、地方創生の取り 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

組みの一層の充実・深化に繋げることができ

る。このため、ＳＤＧｓを原動力とした地方

創生を推進する」としています。 

ＳＤＧｓが掲げる目標は、スケールは異な

るものの本町の取り組みと重なる者も多く、 

ＳＤＧｓの理念は、従来から町政の中に相当

程度取り込まれているところですが、本計画

の各施策分野にＳＤＧｓの１７のゴール明

確に関連付けることで、総合振興計画、地方

創生、ＳＤＧｓを一体的に推進するものとし

ます。 

  

ＳＤＧｓ（持続可能な開発目標）とは、２０１５年（平成２７年９月）の国連サミットで

採択された「持続可能な開発のための２０３０アジェンダ」で示された、先進国を含む国際

社会全体の開発目標です。 

ＳＤＧｓは、貧困、エネルギー、成長・雇用、気候変動など、持続可能な社会の実現のた

めの１７のゴールと１６９のターゲットから構成されています。また、取り組みに当たって

は、普遍性、包摂性、参画性、統合性、透明性の５つの原則を重視することとしています。 

 

  普遍性 先進国を含め、全ての国が国内と国外の両面で行動する。            

  包摂性 人間の暗線保障の理念を反映し、「誰一人取り残さない」包摂的な取り組みを行う  

  参画性 全てのステークホルダー（政府、企業、ＮＧＯ、有識者等）が役割を持つ     

  統合性 社会・経済環境は相互関連性があるため、統合的に取り組む           

透明性 モニタリング指標を定め、定期的にフォローアップし、評価・公表する     
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■施策ごとのＳＤＧｓにおける１７の国際目標の対応一覧 

 １ ２ ３ ４ ５ ６ 

貧困 飢餓 保健 教育 ジェンダー 水・衛生 

基本目標 施   策 
      

１自然と

調和した

躍進する

産業のま

ちづくり 

1 活力ある農業の振興  ● ●    

2 活力ある水産業の振興  ● ●    

3 活力ある商工業の振興 ●      

4 
魅力ある観光・レクリエ
ーションの振興 

   ●   

２快適で

安心して

暮らせる

環境のま

ちづくり 

5 
町土発展、快適な暮らし
を支える条件整備 

●     ● 

6 快適な生活環境の整備 ●     ● 

7 安心な生活環境の整備 ●     ● 

8 
環境への負荷の少ない
循環型の社会づくり 

      

３健康で生
きがいとふ
れあいのあ
るまちづく
り 

９ 
生涯にわたる健康づく

り 
  ●    

10 地域福祉の充実 ● ● ● ●   

４あした

をひらく

心豊かな

人 づ く

り・文化

づくり 

11 生涯学習の推進    ● ●  

12 学校教育の充実 ● ● ● ● ●  

13 
社会教育・文化活動の充
実 

   ● ●  

14 
スポーツ・レクリエーシ
ョン活動の振興 

  ● ● ●  

15 
男女共同参画社会づく
り 

   ● ●  

５町民と

ともに進

めるまち

づくり 

16 町民参加の促進   ● ●   

17 効率的な行政運営    ●   

18 健全な財政運営   ●  ●  

19 広域行政の推進   ● ● ●  
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７ ８ ９ 10 11 12 13 14 15 16 17 

エネルギー 成長・雇用 イノベーション 不平等 都市 生産・消費 気候変動 海洋資源 陸上資源 平和 実施手段 

           

 ● ●  ● ● ●  ●  ● 

 ● ●  ● ● ● ●   ● 

 ● ●  ● ●   ● ● ● 

 ● ●   ●   ●  ● 

●  ● ● ●  ●   ● ● 

●  ● ● ●  ●   ● ● 

●  ● ● ●  ●   ● ● 

●  ●  ● ●  ● ●  ● 

      ●    ● 

 ● ● ● ●      ● 

   ● ●      ● 

 ●  ●   ●   ● ● 

   ● ●      ● 

   ●       ● 

 ●  ●      ● ● 

  ●  ●  ●   ● ● 

  ●  ●  ●   ● ● 

  ●  ● ● ●   ● ● 

  ●  ● ● ●   ● ● 

 

-30-



第１章  

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

自然と調和した躍進する産業のまちづくり 

１．活力ある農業の振興 

 
■現状と課題 

 

国際化の進行や国内における産地間競争の激化をはじめ、農業従事者の高齢化や農業担い

手不足等により農業を取り巻く環境は厳しくなっています。 

 また、ＴＰＰ（環太平洋パートナーシップ協定）いわゆる全ての関税を撤廃する交渉への

参加問題など、日本の農業の根幹を揺るがしかねない状況になっています。 

 本町は、米・施設園芸・肉用牛を基幹とした農業経営が主体であり、環境保全に配慮しつ

つ地力増進、近代化施設の導入等による生産性の向上を図るなど、農業振興に積極的に取り

組み、農業経営の安定向上に努めてきましたが、近年、燃油価格高騰による生産コストの増

や産地間競争など、農業全体に大きな影響を及ぼしています。 

 農業構造をみると、平成２７年の農家数は５９２戸であり、平成２２年と比較すると３３

２戸減少しています。また、６０歳以上の農業就業人口は、８７７人で総農業就業人口の４

８．２％を占めており、高齢化はさらに高まるものと予想されます。 

 このような情勢のなか、今後、本町の農業・農村の活性化を図るためには、土地基盤整備、

農道等を計画的に整備し、農地中間管理機構との連携等により担い手への農地の集積や集約

化を推進し、新規就農者の育成・確保、中核的担い手農家の規模拡大、生産組織の育成強化、

スマート農業の普及推進、大型機械導入等による、低コスト高生産性農業の展開を図る必要

があります。  

 また、ＳＤＧｓの更なる推進や令和３年５月に策定された「みどりの食料システム戦略」

に基づく、環境に配慮した持続可能な農業の実現を目指します。 

 

■関連するＳＤＧｓ 
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※「農家数」の（ ）は構成比です。 

 

 

 

 

                      

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

資料：農林業センサス、東串良町農林水産課調 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 区      分 平成１２年 平成１７年 平成２２年 平成２７年 

総人口（人） ７，５３０ ７，１２２ ６，８０１ ６，５３０ 

農家人口（人） ３，５３０ ２，４３５ ２，２１４ １，４７２ 

総人口に占める農家 

  人口割合（％） 
４６．９ ３４．１ ３２．６ ２２．５ 

農業就業人口（人） １，５７６ １，８１６ １，１９０   ９８４ 

総世帯数（戸） ３，０４３ ２，９６５ ２，９６０ ２，８２６ 

農

家

数 

総 数（戸） 
１，２２０ 

（１００．０） 

１，０７７ 

（１００．０） 

  ９２４ 

（１００．０） 

５９２ 

（１００．０） 

専 業 農 家（戸） 
  ４８５ 

（５３．４） 

  ４８９ 

（４５．４） 

  ４６１ 

（４９．９） 

  ４０２ 

（６７．９） 

第１種兼業農家（戸） 
  １５６ 

（１７．２） 

  １２４ 

（１１．５） 

   ８２ 

（８．９） 

   ８５ 

（１４．４） 

第２種兼業農家（戸） 
  ５７９ 

（２９．４） 

  ４６４ 

（４３．１） 

  ３８１ 

（４１．２） 

  １０５ 

（１７．７） 

総世帯数に占める農 

  家数の割合（％） 
２９．８ ３６．３ ３１．２ ２０．９ 

経

営

耕

地

別

農

家

数 

０.５ha 未満 ４５０ ４０８ ３３８  ５０２ 

０.５～１.０ha ２８０ ２３９ １８９  １６５ 

１.０～２.０ha ３１９ ２６１ ２１９  １６１ 

２.０～３.０ha   ７９   ７４   ７１   ５５ 

３. ０ha 以上   ８４   ９５ １０７    １０１ 

例 外 規 定     ８ — － － 

     

東串良町の農業関連指標
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■施策の体系 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

   

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

・経営改善の意欲のある 

認定農業者の育成・確保 

・新規就農の確保 

・農村女性の育成 

・高齢者にやさしい農業経営 

・集落営農の育成及び推進 

 ・人・農地プランの実質化の推進 

 

 

・土地基盤の整備 

・経営規模拡大の推進 

 ・農地の確保と利用集積の推進 

 

 

・環境にやさしい土づくりの推進 

 ・農産物のイメージアップ戦略 

 ・地産地消の推進 

 

 

 ・普通作の振興 

 ・野菜の振興 

 ・特用作物の振興 

 ・畜産の振興 

 

 

・農村環境の整備 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

活力ある農業の振興 

担い手の育成と確保 

農業を支える基盤づくり 

環境保全型農業の推進 

主要作物の振興 

自然を生かした農村空間の創造 

活力あるまちづくりの推進 
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■施策の方向 

 

１．担い手の育成と確保               

 

（１）経営改善意欲のある 

     認定農業者の育成と確保 

 

 地域農業を持続的に発展させていくため

には、地域農業のリーダーとなり得る担い手

を確保・育成することが必要です。 

 このため、担い手育成総合支援協議会で連

携を図りながら、対象者を絞り込んで認定農

業者制度を活用しながら、新規認定農業者の

発掘及び再認定者の育成について、経営改善

計画の作成・分析を行いながら経営について

の指導を推進します。 

 また、高い生産性と農業所得を実現するた

め、資質の高い優れた青年農業者や高い技術

を持ち、地域の指導的中核農家である指導農

業士や女性農業経営士の育成に努めます。 

 さらに、経営熟度の高い担い手については、

法人化に向けた取り組みを促進するなど、地

域農業の中核となる企業的な経営体の育成

を図ります。 

 

 

（２）新規就農の促進 

 

 就農人口の減少に対応していくためには、

地域農業の担い手となることが期待される

新規就農者を確保・育成することが必要です。

新規就農者が、農業に従事していくなかで、

後継者支援協議会等と連携を図りながら、経

験豊かな高齢者を活用し、農業指導を行うこ

とと併せて、必要な農業機械や施設等の整備

を補助事業等により重点的に実施し、就農後

の技術指導等のアフターができるようＪＡ・

県普及指導員と協力し、経営技術面の支援を

きめ細かく実施します。また、農業に対する

固い意志と意欲のある新規就農者が、安心し

て就業するための研修機関として、独立採算

で運営できる農業公社等の調査研究に取り

組みます。 

 

 

 

 
（３）農村女性の育成 
 
 地域農業の活性化に大きく貢献している

のが女性であり、経営や技術面においても育

成することが必要です。女性農業者の経営や

地域づくりの担い手の位置づけを明確にし、

女性の活躍の場を広げていくためにも、家族

の話し合いを基本とした家族経営協定の締

結や女性の活動や子育て期における負担の

軽減など、女性の地位と向上と能力が発揮で

きる体制づくりを推進します。 
 
 
（４）高齢者にやさしい農業経営 
 
 農家の高齢化が進む中、高齢者も農村づく

りに参画しやすい環境づくりを推進するこ

とが必要です。このため、高齢者が有する知

識や技能、経験を生かして生産・加工・販売

活動を行うグループの育成や高齢者の体力

に見合った作物の導入や経営形態などによ

る、高齢者にやさしい農業を推進します。 
 
 
（５）集落営農の育成及び推進 
 

集落営農の必要性を農業者組織に啓発し、

集落のリーダー育成、組織運営の協力を行い、

地域の効率的な農作業が行えるよう促進し

ます。 
 
 
（６）人・農地プランの実質化の推進 
 
 農業が厳しい状況に直面している中で、持

続可能な力強い農業を実現するためには、基

本となる人と農地の問題を一体的に解決し

ていくことが必要です。 

 このため、それぞれの集落・地域おいて徹

底的な話合いを行い、集落・地域が抱える人

と農地の問題を解決するための「未来設計図」

である人・農地プランの実質化を推進し、農

地利用を担う中心経営体への農地集約化を

図ります。 
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２．農業を支える基盤づくり           

 

（１）土地基盤の整備 

 
 県営ほ場整備事業により、令和１年度まで
に町水田面積の６３％を整備しています。今
後も、計画的な県営ほ場整備事業による基盤
整備を促進しながら、担い手への農地の集積
と集約化を図り、農地の大区画化と汎用化に
よる、生産性の高い農業生産基盤の整備を進
めます。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

（２）経営規模拡大の推進 

 

 水田農業ビジョンの実現に向けた農業政

策を実施し安定した水田農業の振興を図り

ます。さらに農作業の受委託等を推進するこ

とにより、集団集積の耕作による大型機械の

導入が可能となり、生産コストの低減が図ら

れることから、高生産性農業の確立と経営規

模拡大の推進に努めます。 

  
 
 

（３）農地の確保と利用集積の推進 

 

 農地中間管理機構等を利用した農地の貸

し借りを推進することにより、担い手への農

地の集積・集約化を促進します。 

 森林化、原野化して再生利用が困難と見込

まれる荒廃した農地に対しては、計画的に非

農地判断をし、農家への利用意向調査を行い

積極的に遊休農地の解消を図ります。 

 また、農地地図情報システムを有効に活用

し、農地の担い手等へ集積されるよう努めま

す。 

 

３．環境保全型農業の推進       

 

（１）環境にやさしい土づくりの推進 

 
 土は農業の源であり、生きた土づくりが高
生産農業の基本です。安心・安全な農産物を
求める消費者ニーズや環境保全への関心が
高まるなかで、近年、堆肥等の施用が著しく
低下してきているなど、土づくりがおろそか
になる一方で、化学肥料、農薬への過度の依
存による営農環境の悪化が見られます。 

 近年、消費者に安心・安全・健康志向が高
まるなか、付加価値の高い農産物を供給する
ため、土づくりの拠点として整備を進める堆
肥センターを活用し、家畜排せつ物の適正処
理を推進するなど、畜産環境の改善に努める
とともに、有機物の循環利用を推進し、環境
にやさしい産地づくりを目指します。 

 

 

（２）農産物のイメージアップ戦略 

 
 かごしまブランドのピーマン・きゅうりを
はじめとする農産物をＰＲし、町のイメージ
アップを図るため、化学肥料や農薬の使用量
軽減を図るとともに、有機質肥料の有効利用
により健康に配慮した安全性の高い農産物
づくりを進めます。 

 また、農畜産物の高品質化を目指した取り
組みや、新たな農産加工品づくりを進めます。 

 

 

 

 

 

 

 

（３）地産地消の推進 

 
 地元の食材を地元で消費する「地産地消」
や旬の食材を使う「旬産旬消」を推進しなが
ら、児童・生徒の農業体験学習などを通じて
食の大切さ、健康的な食生活、料理、食文化
の教育活動にも努めます。また、物産館で生
産者が自分で作った農林水産物を販売して、
消費者との交流を図り、安心安全な農林水産
物を提供する場づくりを支援し、地元農林水
産物のＰＲを推進します。 
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４．主要作物の振興          

 

（１）普通作の振興 

 

 ア 米 

 水田の基盤整備により高生産性農地の確

立を図るとともに、米の計画的生産を基本に

「うまい米づくり」、「売れる米づくり」を目

指します。また、消費者ニーズにあった減化

学肥料、減農薬栽培による良質米づくりを進

め、食糧自給率向上を図り、新規需要米など

の戦略作物の振興と組み合わせた収益性の

高い水田農業経営の確立を目指します。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 イ 甘しょ 

 甘しょについては、でん粉用から加工用、

焼酎用への用途の拡大を図りながら技術改

善や機械導入による省力化・低コスト高品質

生産を目指すとともに、優良品種の導入を推

進します。 

 

 

（２）野菜の振興 

 

ア 施設園芸 
 かごしまブランドのピーマン、きゅうりを
中心に、スイカやメロン等の施設園芸の一層
の産地づくりを目指し、統一した完熟堆肥の
施用による土づくりを進め、安心・安全で健
康志向の消費者ニーズに対応した特色ある
産地の維持・発展を図るため、エコファーマ
ーやＫ－ＧＡＰ「かごしまの農産物の認証」
を取得し、食の安心・安全地帯を構築します。 
 また、脱炭素化や化学資材の使用低減、環
境制御や自動収穫ロボット等のスマート技
術を推進し、生産性向上と労働力軽減を目指
します。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 イ 露地野菜 

 だいこん、バレイショ、さといも、ゴボウ、

キャベツ、レタス、ブロッコリー、にんじん、

たまねぎなどを中心に契約栽培を進めなが

ら、加工・業務用など用途別ニーズに対応し

た生産技術の確立・普及と生産・流通・加工

施設の整備に対する支援を行います。 

 

 

（３）特用作物の振興 

 

 ア 茶 

「かごしま茶」銘柄確立・消費拡大に向け、

製造過程における衛生管理などに配慮した、

安心・安全な茶づくりと加工施設の近代化を

進め、茶業経営の安定を図ります。 

 

 

（４）畜産の振興 

 

 ア 肉用牛 

国際化や産地間競争に対応できる生産基

盤の強化を図るとともに、「東串良」の銘柄

の確立に努めます。このため、肉用牛を専業

とする大規模な生産者を育成するため、低コ

スト、高品質生産を基本にＩＣＴ技術の導入

や施設、機械の整備を推進し、優良な肉用牛

の導入を積極的に行い、改良増殖を図るとと

もに、先進的経営体の確立を図ります。 

 また、働き方改革が進む中、肉用牛農家に

も休息とゆとりある経営を目指し、肉用牛に

おける定休型ヘルパー組織の育成を目指し

ます。 
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  イ 豚 

国際競争力のある養豚経営を目指すとと

もに家畜伝染病に対応した防疫体制を整え、

消費者ニーズの多様化に対応した、安全でお

いしい高品質豚肉の生産を促進します。 

 

 ウ 酪農 

 需要に見合った計画生産を基準とした産

乳能力の向上を図るとともに、近年進む酪農

家の減少に歯止めをかけるため、後継者の育

成に力を入れていきます。 

また、省力管理システムの導入による先進

的酪農経営体の育成や、酪農ヘルパー組織

「デーリーサポートかごしま」及びコントラ

クター組織の効率的利用により、ゆとりある

経営体の育成を促進します。 

 

 エ 飼料作物 

 和牛や乳用牛をはじめとする家畜経営の

安定と生産性の向上を図るには、良質粗飼料

の確保が必要不可欠となります。粗飼料生産

のコストを低減しつつ、飼料自給率を向上さ

せるため、早生・中生・晩生品種の使い分け

を行い、収穫時期の労力の分散を図った作付

け技術の推進を図ります。 

また、耕種農家と畜産農家との連携による

水田等の高度利用と機械等の導入により粗

飼料供給体制の整備を促進します。 

 

 

５．自然を活かした農村空間の創造   

 

農村環境の整備 

 

農村地域における混住化及び生活様式の

多様化等により、住民相互の連帯意識が薄れ

つつあり、農業生産環境や集落環境に著しい

変化が表われています。 

 このため、村づくりの話し合い活動や非農

業者との連帯意識を深めるコミュニティ活

動の推進に必要な施設等を整備するととも

に、集落住民の連帯意識の高揚を図り、安全

で住みよい豊かな地域社会の実現に努めま

す。 

 農業・農村は食料を供給する役割だけでは

なく、国土保全や環境保全などの多面的な機

能を持ち、国民の暮らしと生命を守り、水や

空気をはぐくむ役割も大きく、自然を活かし

た農村空間を大切にして、自然と共生する農

村環境づくりを図ります。 

 

 

６．活力あるまちづくりの推進     

 

 本町には、国定公園の海・松林など美しい

自然があり、また農村に継承されている歴史

や文化は大切な財産であると同時に、農村の

活性化を図る素材として重要な資源でもあ

ります。 

 共生・協働の農村づくり運動を引き続き展

開し、ゆとりある農村の建設にその優れた自

然や資源を活かし、住民の心のよりどころと

なる伝統芸能や農村文化を未来に継承する

とともに、活力あるまちづくりを進めます。 

 また、快適な農村空間はいやしの場、憩い

の場でもあることから、やすらぎや体験等を

求めて、都市近郊からやってくる人々と交流

できるまちづくりを進めます。 
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■施策の体系 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 ・漁業基盤の整備 

 ・漁業後継者の育成 

 ・内水面漁業・養殖業の育成 

２．活力ある水産業の振興 

 
■現状と課題 

 

本町の漁業は、志布志湾を漁場とする沿岸漁業が中心となっていますが、湾内に依存した

操業などで、水産資源の枯渇を招いています。 

 また、漁家や漁業組合の規模が零細であることによる、漁船の近代化への取り組みの遅れ

や高齢化の進行による後継者不足など厳しい状況です。 

 内水面漁業は、シラスウナギ採捕がありますが、近年、そのシラスウナギの減少に伴い、

生産額も低下しています。 

 内水面養殖業については、輸入ウナギの制限や稚魚の価格高騰により、経営はたいへん厳

しい状況です。 

 

 

■関連するＳＤＧｓ 

 

         

 

 

 

海面漁業 内水面漁業 内水面養殖業
H27年 23,715 4,137 17,162

H28年 17,471 1,103 22,074

H29年 16,511 699 18,221

H30年 19,471 412 23,130

H31年（R1年） 14,224 2,639 21,922

0
5,000

10,000
15,000
20,000
25,000

主要水産物生産額

活力ある水産業の振興 つくり・育てる漁業の振興 

資料：農林水産課調 
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■施策の方向 

 

１．つくり・育てる漁業の振興     

 

（１）漁業基盤の整備 

 

魚礁設置による漁場の造成と稚魚の放流

事業を積極的に推進し、資源管理型漁業を展

開します。また、補助事業を活用した施設整

備により、先進的かつ安定した漁業活動を実

現します。 

 また、消費者の動向に的確に対応しながら、

付加価値の高い水産加工品の開発・鮮魚類販

売等の流通体制づくりを促進します 

 

 

（２）漁業後継者の育成 

 

 新規就業者の確保や現在就業している後

継者の資質向上に努め、意欲ある担い手の育

成確保を促進します。 

 

 

（３）内水面漁業・養殖業の育成 

 

 内水面漁業のシラスウナギの確保を図る

ため、うなぎ放流による資源の維持拡大を促

進します。大隅地区養まん漁業協同組合を販

売先とし、適正な流通を行います。 

 また、内水面養殖漁業については、大隅養

まん協業協同組合と連携をとりながら、養殖

技術の向上や流通経路の整備を図りつつ、需

要の拡大や経営の合理化を進めます。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

-39-



 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

■施策の体系 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

３．活力ある商工業の振興 

 
■現状と課題 

 

近年、大型店の進出や車社会の著しい進展に伴い、消費者の周辺市町への流出により商店

街の空洞化が進み、町内の小規模経営商店はたいへん厳しい環境にあります。 

 このため、商業者及び商工会の自主活動を助長し、活力ある商店街づくりを図る必要があ

ります。 

 本町の工業は、鉄工、建設業をはじめ、食品加工業などが中心であります。規模は零細で

生産性が低いものとなっています。 

 活力あるまちづくりのためには、若者が就業定住することが大切ですが、最近は進出する

企業も少なくたいへん厳しい状況にあります。 

 

 

■関連するＳＤＧｓ 

 

       
 

 

 

  

活力ある商工業の振興 

魅力ある商店街の形成 

経営体質の改善 

企業誘致の推進 

立地企業・地場産業の育成 

ふるさと納税の推進 
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■施策の方向 

 

１．魅力のある商店街の形成      

 

 商店街の活性化を目的として行なうイベ

ントの開催や各種企画など、商業者及び商工

会の自主的な取り組みを促進します。また、

豊栄商店街の交流拠点「豊栄ひっとべ館」を

中心に、自らが行う「魅力ある商店街づくり」

の体系が確立しつつあります。さらに、高齢

者、障がい者に配慮した環境整備に努めると

ともに、きめ細やかなサービスの提供ができ

る、魅力ある商店街づくりを進めます。 

 

 

２．経営体質の改善          

 

 経営発達支援計画等に基づく小規模事業

者等への支援として、商工会と連携し、多様

化する消費者ニーズや高齢化社会に伴うき

め細やかなサービスの徹底を図るとともに、

商工会による積極的な経営指導など、情報化

社会に対応しうる商店経営体質の改善を進

めます。 

 

 

３．企業誘致の推進          

 

 景気の低迷するなか、新たな企業誘致は大

変厳しい状況ですが、本町の人口定着のため

にも、地元の若者やＵＩターン者等の働く職 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

場を確保するため、優良企業誘致を引き続き

推進していきます。 

 

 

４．立地企業・地場産業の育成     

 
 観光・商業との連携を図りながら、農林水

産物の一次製品加工など地域の資源を生か

し、それらを組み合わせた地場産業おこしを

進め、市場開拓に努めます。また、食に関す

る地域資源を活用した名物的商品の開発や、

販路拡大に取組む事業者支援を強化します。 

 立地企業については、経営近代化や経営指

導など、企業の成長・発展を促進します。平

成３０年度、令和２年度には、食鳥の加工及

びブロイラーの生産を行う立地企業が新工

場やパック工場を増設するなど、地域雇用の

一役を担っています。 

 

 

５．ふるさと納税の推進        

 

 ふるさと納税制度の返礼品を機会とし、全

国へ地場産品（地場産業）のプロモーション

を行うとともに、インターネット等を意識し

た新規・既存商品の磨き上げの場として活用

できるよう支援します 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

  

H21年 H22年 H23年 H24年 H25年 H26年 H27年 H28年 H29年 H30年
従業員数 215 225 231 209 214 213 227 252 257 248

製造品出荷額（億円） 32 35 35 32 35 41 46 56 60 56

事務所数（箇所） 14 13 12 10 9 9 9 10 10 8

215 225 231 209 214 213 227
252 257 248

32 35 35 32 35 41 46 56 60 56

14 13 12 10 9 9 9 10 10 8
0

50
100
150
200
250
300

工業（製造業）推移

資料：県市町村民所得推計 
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■施策の体系 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

４．魅力ある観光・レクリエーションの振興 

 
■現状と課題 

 

本町には、日南海岸国定公園の一角を占める白砂青松の柏原海岸、国指定の唐仁古墳群な

ど豊かな緑と海を背景にした観光・レクリエーション資源があります。 

 また、まちづくりのイベントとして、ルーピン祭り、ピーマン狩り＆農業祭、祇園祭、柏 

原大相撲が開催されており、観光客の誘致や町の活性化に貢献しています。 

 自由時間の増大や住民の健康志向・自然志向の高まるなか、観光ニーズは従来の「見る観

光」はもとより、「遊び・学び・体験する観光」などへと多様化しています。 

 このようななかで、本町の資源を十分生かした観光・レクリエーションの振興を図り、地

域活性化を目指す必要があります。 

 また、柏原海岸の環境保全を図り、美しい海岸を有する魅力ある地域づくりも目指してい

ます。 

 

 

■関連するＳＤＧｓ 

 

     
   

 

 

 

柏原海岸の公園及びキャンプ場の整備 

イベントの充実 

歴史・文化資源の活用 

観光特産品の開発・ＰＲ 

広域観光の振興 

魅力ある観光・レクリ

エーションの振興 

柏原海岸の環境保全 
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施策の方向 

 

１．柏原海岸の公園及びキャンプ場の整備  

 

 町民の生活様式が多様化し、自然志向や健

康志向の高まりのなか、自然体験学習や余暇

活動の場として、地域住民が手軽に利用でき

るとともに、都市住民との交流が図られるよ

う、美しい白砂青松の柏原海岸の自然環境・

景観を活かした公園及びキャンプ場の整備

を行ない、地域資源である松露やキイナバの

再生を進めながら、魅力ある観光・レクリエ

ーション地づくりを目指しす。 

 また、本町への観光客は、日帰り客が多い

ことのほか、年間を通して繰り返し訪れる魅

力ある観光・レクリエーションの振興として

活用されているとは言えない状況にありま

す。このため、円山公園管理センター「ＭＡ

ＲＵＭＡＲＩＮＥ」を観光拠点として、「交

流・体験・学習」をキーワードにイベントの

充実や観光・交流資源を活かした、新たな観

光イベントを創出します。さらに、観光案内・

移住相談を含めた各種情報を適切かつ、効率

的に提供することにより滞在時間の延長を

図るとともに、おもてなし人材の育成に努め

ます。 

 なお、観光宿泊施設としてのドームハウス

の利用を促進することで、より滞在期間の延

長が図られることを目指します。 

  

２．イベントの充実          

 

ルーピン祭りや柏原大相撲など、地域に根

ざしたイベントとしてこれらの充実を図り、

関係団体などと一体となって観光客の誘致

や関係交流人口の増加を図り、町の活性化を

進めます。 

 

３．歴史・文化資源の活用       

 

 先人達の受け継いできた、いにしえの文化、

歴史遺産を活用した観光地の整備に努めま

す。 

 

４．観光特産品の開発・ＰＲ      

 

昔から伝わる伝統工芸品・伝統料理の掘り

起こしや郷土色豊かな料理の開発・普及など

を促進し、新たな観光資源として活用に努め

ます。東串良物産館（ルピノンの里）におい

て地元特産品の販売促進や情報発信基地と

して活用を図ります。 

 

５．広域観光の振興          

 

本町と近隣市町の観光資源を結ぶ広域的

な観光ルートの整備、案内板の設置や大隅広

域観光開発推進会議、日南・大隅地区観光連

絡協議会、おおすみ観光未来会議などと連携

を図り広域観光の振興を図ります。 

 

６．柏原海岸の環境保全        

 

 柏原海岸においては、平成２９年度より海

岸漂着物等地域対策推進事業と併せて、ビー

チクリーナーやスライドモアを活用し、定期

的な清掃を行うことで、海岸における良好な 

景観及び海岸環境の保全を図り、美しい海岸

を有する魅力ある地域づくりを目指してい

ます。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

-43-



第２章  

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

資料：東串良町企画課調 

快適で安心して暮らせる環境のまちづくり 

１．町土発展、快適な暮らしを支える条件整備 

 
1．1 計画的な土地利用 
 
■現状と課題 

 

 本町の総面積は２７．７８K ㎡で、令和２年現在の土地利用状況は、農用地５０．5％、

山林５．７％、宅地１０．４％、その他が３３．４％となっています。 

 町には山岳といわれるような高い山はほとんどなく、最も高いところで海抜７７ｍ、低い

ところで２～３ｍ、平均高度は１０ｍぐらいでそのほとんどが平坦地です。 

 本町では、これまで、限られた土地資源の調和を保ち、有効に利用するため、国土利用計

画法や農地法などの関係法律に基づき、町土利用の適正化に努めてきました。 

 しかし、近年の社会経済の変化、少子・高齢化の進行、住民ニーズの高度化・多様化など

が進むなかで、都市的・農業的土地利用の調和と土地需要の量的・有効的利用の観点から、

引き続き町土の有効的かつ計画的な利用を図る必要があります。 

 また、町民の自然志向、健康志向の高まりのなか、町土の安全性の確保、循環型社会に対

応した持続可能な土地利用、心の豊かさや自然とのふれあいを大切にした土地利用など、質

的向上を図ることが重要です。 

 これらの課題への対応に際して、長期的な展望をしつつ、豊かな生活や活力ある生産が展

開される場として、総合的かつ計画的な土地利用を進めることが重要です。 

 

 

 

■関連するＳＤＧｓ 

 

      

 

 

 

田 30.1%

畑 20.4%
山林…

宅地…

国有林 6.1%
その他 27.3%

土地利用の状況

田 畑 山林 宅地 国有林 その他
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■施策の体系 

 

 

 

 

 

 

■施策の方向 

 

１．計画的な土地利用の推進      

 

 国土利用計画や県土利用計画等との整合

性を図りながら、本町の土地利用計画を策定

し、自然環境との調和と歴史的遺産の保全に

配慮しつつ、限られた町土資源の有効活用を

図り、調和のとれたまちづくりを進めます。 

 また、都市的土地需要については、利用動

向を勘案し、計画的に良好な市街地の形成を

図るとともに、農村的土地利用を含む自然的

土地利用については、自然循環システムの推

進及び生産活動に配慮し、適正な保全と利用

を図ります。 

 町土利用の質的向上については、安全・安

心で自然と共生した、ゆとりある町土利用を

進めます。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

２．市街地の土地利用         

 

 市街化が予想される地域は、地域の実情に

応じて、計画的に良好な市街地などの整備を

図ります。 

 

 

３．農村部の土地利用         

 

 農村の健全な地域社会づくりを図るため、

良好な生活環境を整備しつつ、優良農地の確

保、それらの整備と利用の高度化に努めます。 

 また、農用地と宅地が混在する地域は、農

業生産環境と生活環境が融和するよう、地域

の実情に応じた適正な土地利用を図ります。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

計画的な土地利用 

計画的な土地利用の推進 

市街地の土地利用 

農村部の土地利用 
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■施策の体系 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

1．２ 交通網の整備 
 
■現状と課題 

 

 本町には、国道２２０号、国道４４８号の２路線の国道があり、本町の重要路線として、

交通利便性の向上や産業経済の発展に大きく貢献しています。 

 しかし、国道４４８号については、一部改良が済んでいるものの、いまだ未整備な箇所が

多く、早期改修が望まれます。 

 県道については、永吉高山線、柏原池之原線、黒石串良線があり、いずれも本町の基幹道

路として重要な役割を果たしていますが、全体的に幅員が狭く、老朽化しており、走行に大

きな支障をきたしています。 

 町道・農道については、比較的整備が進んでいますが、区画整理等に伴う農道改良等必要

な地域も残されています。 

 本町は施設野菜の主産地であり、ブランド産地指定のピーマンやきゅうり等の生産が盛ん

ですが、農産物の搬出における荷崩れ、荷傷み等を防止し、大消費地へ新鮮な農産物の供給

を図る上からも、未整備地区の解消を図る必要があります。 

 また、平成１５年度広域農道（グリーンロード）が全線開通し、地域の大動脈として地域

農業の活性化・物流・地域間交流など幅広い利用が期待されます。 

 道路整備により、交通の迅速性、利便性、快適性が向上し、それに合わせて町民の安定し

た生活を営むための地域づくり、産業経済の活性化を促す道づくり、環境に配慮した道づく

りを進める必要があります。 

交通網の整備 

国道・県道の整備 

町道の整備 

農道・集落道の整備 

人にやさしい環境に配慮した道路整備 
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■施策の方向 

 

１．国道・県道の整備         

 

交通網の整備は地域の発展に不可欠であ

るため、引き続き、幹線道路である国道、県

道の整備を促進していきます。特に４４８号

については、川東地区の活性化と安全対策の

観点からも、拡幅改良など整備促進を図りま

す。平成１８年度から柏原地区については、

特定交通安全施設等整備事業が実施され一

部については歩道が完成しています。 

 また、県道についても、改良舗装などによ

り、空港や東九州縦貫自道車道への連絡道と

して整備を促進していきます。 

 

 

２．町道の整備            

 

 高規格幹線道路への間接的なアクセス道

として、町道の整備を図り、地域住民の交通

の利便性、産業経済の発展に寄与するため、

安全対策に考慮し整備を図ります。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

３．農道・集落道の整備        

 

 農業の生産性の向上、省力化および農地の

適正管理を図るため、生産及び集落間の連絡

道として、安全で便利な農道・集落道の整備

と改良に努めます。 

 

 

４．人にやさしい環境に配慮した道路整備  

 

 高齢者や障がい者、子どもなどの交通弱者

が、安全で快適に利用できるよう、バリアフ

リーの道づくりを進めます。 

 また、整備事業や維持管理に伴って発生す

る土砂、コンクリート塊などをリサイクルす

るとともに、資源循環型の道づくりを進めま

す。 
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■施策の体系 

 

 

 

 

 

 

 

 

■施策の方向 

 

１．情報通信基盤の整備         

 

町民のニーズに即して、生涯学習や各種行

政サービスなどにおける情報受発信基盤の

整備を図ります。 

 

 

２．情報受発信機能の充実        

 

 公共施設などの情報ネットワーク化を図

り、施設の効率的な運営と町民からの問    

合せや予約などへの円滑な対応を図り、また、

情報機器を設置し、インターネット・ホーム

ページの充実を図りながら、地域の情報収集

と町民・町外への情報発信の充実を図ります。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

３．総合的なＤＸの推進       

 

住民サービスの充実、事務効率化において

住民・行政双方のデジタル化を推進し、社会

全体の活性化に資するためた総合的なＤＸ

に取り組みます。また、ＤＸの普及と技術に

対応できる人づくりに努めます。 

 

 

 

 

 

 

 

 

1．３ 高度情報化への対応 
 
■現状と課題 

 

近年のデジタル技術の発展はめざましく、地域社会、経済活動における様々な分野で大き

な影響を見せつつあります。インターネット・スマートフォンの普及や電子商取引の発展な

ど、あらゆる地域から様々な分野で簡単に情報の入手・活用ができる高度情報化時代を迎え

ることにより、時間・距離の制約が克服され、双方向の情報通信サービスますます普及する

ものと思われます。 

一方で、近年の新型コロナウイルス感染症対応においては、地域・組織間で横断的にデー

タが十分に活用できないことなど様々な課題が浮き彫りとなりました。こうしたデジタル化

の遅れを取り戻し、本町においても「新たな日常」の原動力・社会全体の活性化に資するた

めの情報基盤整備を図り、高度なデジタル技術の便益を最大限活用し、行政事務の効率化に

取り組みながら、保健・医療・福祉・教育・文化など町民が関わる多様な分野において、町

民の立場に立った質の高い行政サービスを提供することが求められております。また、総務

省はこの取組を推進するために「自治体デジタル・トランスフォーメーション（ＤＸ）推進

計画」を策定（令和２年 12 月 25 日）し、デジタル庁を発足（令和３年９月１日）しまし

た。制度や組織の在り方等をデジタル化に合わせて変革していく、言わば社会全体のデジタ

ル・トランスフォーメーション（ＤＸ）の推進とともに、それにあわせた町民に対するデジ

タル化に関する教育が求められています。 

高度情報化への対応 

情報通信基盤の整備 

情報受発信機能の充実 

総合的なＤＸの推進 

-48-



 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

２．快適な生活環境の整備 

 
２．1 水道の整備 
 
■現状と課題 

 

 水は、生活するうえで一時も欠くことのできない、生命の源であります。近年、健康志向

の高まりにより、より安全な水への需要が高まっています。 

 本町の水道事業は令和 2 年度より中央地区及び東部地区の 2 地区の簡易水道事業から 1

つの上水道事業へと移行しました。 

 中央地区は昭和４９年度に竣工し、平成９年度から平成１１年度にかけて配水管の布設替

を行ってきました。 

 東部地区は、昭和５８年度に竣工し、平成１１年度から１２年度にかけて、基幹改良事業

により電気計装の集中監視システムを役場内に設置し、故障時に早急に対処しています。ま

た、平成２６年度から平成３０年度にかけて、水道本管の耐震菅への布設替えを行うなど、

巨大地震を想定した強靭な水道施設づくりに努めてきました。 

 今後は、自然環境の変化による水質への影響や水質事故などに対応した水源水質の安全性

の確保に努めるとともに、配水管の老朽化による漏水事故が多発している現状を考慮し、更

なる耐震化を目指した配水管布設替、老朽化施設の更新等計画的な施設整備を行う必要があ

ります。 

 また、上水道事業へ移行したことに伴い、より詳細な経営状況を把握・分析し、水道料金

の適正化検討など事業運営の効率化や健全化を図っていく必要があります。 

 

■関連するＳＤＧｓ 

 

      

 

 

上水道給水状況（令和２年度） 

施 設 名 
給水人口 

（人） 

年間総給水量 

（ｔ/年） 

１日平均給水量 

（ｔ/日） 

１人１日平均給水量 

（㍑/人・日） 

中央地区上水道 3,350 579,916 1,589 474 

東部地区上水道 2,436 345,626 947 389 

合    計 5,786 925,542 2,536 438 

資料：東串良町建設課調 
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■施策の体系 

 

 

 

 

 

 

 

 

■施策の方向 

 

１．水質監視体制の充実        

 

 自然環境の変化や水質事故に対応した、安

心・安全な水を供給するため、水質監視体制

の充実を図るとともに、取水施設、浄水施設

及び配水施設の整備を行ない、良質で安全な

水の供給に努めます。 

 

 

２．水道料金の適正化         

 

 持続的な事業運営を図るため、町民への公

平な負担に配慮した、適正な料金体系への改

定を行ない、水道事業経営の健全化に努めま

す。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

３．水の有効利用           

 

省資源・資源の有効利用等、環境に貢献す

るため、節水や水の有限性を広く町民に啓発

するとともに、漏水の早期発見、老朽管の耐

震管への布設替えなどにより有収率及び耐

震化率の向上を図り、水の有効利用に努めま

す。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

水道の整備 

水質監視体制の充実 

水道料金の適正化 

水の有効利用 
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■施策の体系 

 

 

 

 

 

 

■施策の方向 

 

１．合併処理浄化槽設置事業の推進        

 

 生活雑排水による生活環境の確保と公共

用水域の水質保全のうえから、個人設置型の

小型合併処理浄化槽の整備を促進します。 

 また、浄化槽の維持管理、清掃の必要性に

対する意識の啓発に努め、適正な浄化槽の維

持管理を進めます。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

２．鹿屋市衛生処理場へのし尿処理に係る事務委託   

 

 し尿処理施設とは、し尿及び浄化槽汚泥等

を処理し、公共用水域へ放流するための施設

のことで、廃棄物処理法に定められる一般廃

棄物処理施設として、し尿、汚泥を処理の対

象としています。現在し尿処理は、肝付東部

処理組合の解散に伴い、平成２７年度から鹿

屋市衛生処理場へ処理を委託しています。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

２．２ 生活排水対策 
 
■現状と課題 

 

 日常生活から生じる生活雑排水(※１)は、河川や農業用水路に流入し、公共用水域などの   

水質汚濁が懸念されています。生活排水(※２)の適正処理は、健康で快適な生活環境の確保

と公共用水域の水質保全のためには不可欠なものです。 

 本町の令和１年度末現在、便槽別設置状況は、生活排水とし尿を同時に処理する小型合併

処理浄化槽（１３７２基：６０．３％）、し尿のみ処理の単独処理浄化槽（７７５基：３４．

７％）、くみ取り便槽（８９基：５．０％）となっています。 

 このうち、３分の１の世帯を占める単独浄化槽と汲み取り便槽が未処理のまま放流する生

活雑排水を抑えるためには、小型合併処理浄化槽への転換を推進する必要があります。 

合併処理浄化槽設置事業の推進 

鹿屋市衛生処理場へのし尿処理に係る事務委託 

生活環境の確保と公

共用水域の水質保全 
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■施策の体系 

 

 

 

 

 

 

■施策の方向 

 

１．公営住宅・定住促進用地の整備・充実      

 

 町民のニーズに即した中所得者向け住宅

など良質な公営住宅の整備・充実を図り、老

朽化した団地は、入居者の意向を踏まえて建

て替えを進めます。 

 また、若者等が定住できる対策として、鹿

屋市、志布志市など近隣市町への通勤に便利

な、岩弘街道添、池之原街道添付近に、生活

環境、教育環境等に配慮しながら入居者の要

望に応じた公営住宅を建設するなどして、定

住化を図っていきます。 

定住促進として、土地の貸付としての区画

整備事業がスタートし、国道２２０号にほど

近い池之原地区に平成１４年度には「にぎや

かタウン池之原」、平成１８年度には「にぎ

やかタウン雪山」平成２０年度には「ルピナ

スタウン池之原」、平成２４年度には「第２

にぎやかタウン池之原」、平成２８年度には

「第２ルピナスタウン池之原」、平成３１（令

和１）年度にはマリンビレッジ柏原を整備し

ています。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

２．３ 住宅の供給 
 
■現状と課題 

 

 町民の居住の確保を図るため、昭和３１年度から公営住宅の建設を進めており、令和２年

度で、１９９戸（１６団地）が整備されています。 

 しかし、早い時期に整備した平屋で長屋スタイルの住宅においては、老朽化が進んでおり、

修繕費が多くかかっています。 

 平成１０年の公営住宅法改正により、入居基準が大幅に緩和されましたが、公営住宅本来

の目的である低所得者に低廉な家賃の住宅が供給できていません。 

 今後は、町営住宅の建て替えなど視野に入れながら、低廉な公営住宅の供給を図る必要が

あります。 

公営住宅・定住促進用地の整備充実 住宅の供給 
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■施策の体系 

 

 

 

 

 

 

■施策の方向 

 

１．道路環境の整備・充実       

 

 交通事故の防止を図るため関係機関と連

携をとり、交通危険箇所の点検活動や交通安

全指導を充実し、子どもや高齢者、障がい者

等の交通弱者に配慮した交通安全施設の整

備を進めます。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

２．交通安全教育の徹底        

 

 学校・家庭・職場・地域が連携し、交通安

全運動の実施や交通安全思想の普及に努め

ます。 

 

 

 

 

 

 

 

３．安心な生活環境の整備 

 
３．1 交通安全対策の推進 
 
■現状と課題 
 

 交通機関の発達や道路網の整備により、交通事故も増加傾向にあり特に子どもや高齢者の

事故が多発しており、より一層の交通安全対策の強化が望まれます。 

 「自分の命は自分で守る」を前提に、幼児から高齢者までの交通安全教育を行うとともに、

関係機関・団体との連携を充実させ、地域ぐるみで交通安全運動を進めていくことが必要で

す。 

 このため、町民一人ひとりが交通ルールを守り、モラルを重んじ、交通事故の起きないま

ちづくり、人づくりを進める必要があります。 

 

 

■関連するＳＤＧｓ 

 

      

 

 

道路環境の整備・充実 

交通安全教育の徹底 

交通安全対策の推進 
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■施策の体系 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

３．２ 消防・防災対策の充実 
 
■現状と課題 

 

本町は地形的に平坦地であり、一部地域で台風や豪雨（大雨）による水害が発生していま

すが、近隣市町と比べ比較的土砂災害が少ない地域です。 

 今後とも災害の未然防止に努め、町民が安心して生活できるようなまちづくりを推進する

必要があります。 

 本町の消防団は４分団で編成され、団員定数は１５０名で、火災時の初期対応、拡大防止

など町民の生命・財産を守り、町民生活の安全確保に努めています。 

 しかし近年、団員の高齢化や定員割れなど、若年層の不足は消防・防災活動の円滑な遂   

行や自主防災の観点から支障をきたしています。 

 消防団のイメージアップを図るための略帽や活動服等の改善、また、青年層・女性層の消

防団活動への参加を促進し、魅力ある消防団づくりが必要です。 

 

消防力の強化 

防災・火災予防の推進 

町土保全の推進 

防災体制の強化 

消防・防災対策の充実 
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■施策の方向 

 

１．消防力の強化           

 

 町民の生命と財産を守り、災害のないまち

づくりを進めるため、大隅肝属地区消防組合

や関係団体と連携し、危険箇所の点検を充実

し、消防ポンプ自動車等の近代化や防災シス

テムの整備、消防水利の確保に努めます。 

 

 

２．防災・火災予防の推進       

 

 町民が安心して生活できる防災・防火体制

を確立するため、自主防災組織の育成や広報

活動の充実を図ります。また、大隅肝属地区

消防組合や関係機関と連携し、町民に対して

消火器や消火設備の取扱い方法等の指導や

火災予防教育を実施しながら、災害に強いま

ちづくりを進めます。 

 

 

３．町土保全の推進          

 

 町民が安心して生活できる快適な居住環

境を守るため、急傾斜地崩壊事業等の防災対

策の強化に努めます。 

 

 

４．防災体制の強化          

 

町民が安心して生活できる防災体制を確

立するため、災害基本法に基づく「東串良町

地域防災計画」の見直しを行ない、また、関

係機関との連携を図り、災害計画に基づく総

合防災訓練等の実施により、防災体制の充実

に努めます。 

 石油備蓄基地の防災については、日向灘沖

南部地震を想定し、年１回の広域消防等との

防災訓練を実施し、関係機関相互の協力体制

を図っていきます。 

 また、これまでの台風・大雨等の防災対策

に加え、地震・津波対策の強化も図り、関連

設備充実と自主防災組織組織化の促進、津波

に対する避難訓練等の実施など、地域が一体

となった防災体制の構築に取り組み自然災

害に強いまちづくりに努めます。 
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■施策の体系 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

３．３ 防犯対策の充実 
 
■現状と課題 

 

 防犯対策については、肝付警察署管内の東串良町、肝付町及び防犯活動に協力する各団体

からなる、肝付地区防犯協会を組織し、防犯思想の普及と自主的防犯活動の推進に努めてい

ます。 

 複雑多様化する社会情勢を背景に、発生要因の変化、地域住民の連帯意識の希薄化   

などにより、犯罪抑止力が低下し、犯罪や事故が増加しています。  

 防犯活動に対する町民の意識の高揚を図りながら、地域ぐるみの防犯活動を関係機   

関・団体などと連携し、積極的に進める必要があります。 

 

東串良町における犯罪認知件数 

（単位：件） 

  区 分 

 年 度 
刑法犯 窃盗犯 

住宅対象 

侵 入 盗 

オート 

バイ盗 

自 転 

車 盗 

車 上 

ねらい 
万引き 

声掛け・つき

まとい等 
合 計 

平成２９年 １５ １０ ０ ０ ０ １ ８ ２ ３６ 

平成３０年 １５ １３ １ ０ ０ ４ ７ １ ４１ 

平成３１（令和１年）年 ８ ５ ３ ０ ０ ０ ０ ０ １６ 

資料：肝付警察署調 

防犯活動に推進 

防犯設備の整備 

防犯対策の充実 
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■施策の方向 

 

１．防犯活動の推進          

 

 犯罪のない安全で安心して生活できるま

ちづくりのため、学校・家庭・警察署・地域

社会と連携し、「子ども１１０番の家」の設

置や広報活動の充実を図り、防犯意識の啓

発・高揚に努めます。 

 

 

２．防犯設備の整備          

 

 夜間の犯罪を防止し、町民の安全を確保す

るため、ＬＥＤ防犯灯、防犯用看板等の設置

など、防犯施設の整備を促進します。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

４．環境への負荷の少ない循環型の社会づくり 

 
■現状と課題 

 

 ごみ処理については、広域の処理組合で対応していますが、前にも揚げられている廃棄物

の排出抑制、減量化、リサイクルを図ることは重要な課題であり、継続的に進めなければな

りません。そして、行政・町民・事業者が一体となって循環型社会を構築することが引き続

き求められています。 

 自然環境に不法に捨てられるゴミも依然として後を絶たず、本町の恵まれた自然環境の保

護、保全のうえからも町民の意識の高揚が望まれるところです。 

 

 

■関連するＳＤＧｓ 
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■施策の体系 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

■施策の方向 

 

１．環境保全意識の高揚と自主的活動の促進          

 
 近年、環境問題に対する町民の関心が一段
と高まるなか、衛自連（東串良町衛生自治団
体連合会）を中心に行政、町民、事業所が一
体となってリサイクル活動、減量化運動、さ
らには環境学習を通じての意識啓発にも積
極的に取り組んでいきます。 
 これに、二酸化炭素排出削減も絡んで、一
層の環境への負荷の少ない循環型社会の構
築に向けた広報・啓発活動の強化・充実を図
ります。 

 

２．公害防止対策の充実          

 
 公害の未然防止を図るため、工場、事業所
等においては、公害関係法令、公害防止協定
などに基づき、立入り調査、指導、監視体制
の強化を図ります。 
 また、感覚的・心理的影響を与えるような
悪臭 ・ 騒 音な ど の 苦情 に つ いて は 、 迅    
速・適切な指導により解決に努めます． 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

3．ゴミ収集体制の整備        

 

 現在、確立されている収集体制の維持・効

率化の追求はもとより、今後高齢化の上昇が

もたらす影響等を考慮しつつ、きめ細やかな

収集のあり方を模索する必要があります。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

ゴミ処理状況 

（単位：件） 

   区 分 
年 度 

収集人口 
ゴ  ミ 収 集 量 

総  量 可燃ごみ 不燃ごみ 資源ごみ 粗大ごみ 

平成２７年    6,853 113,159   1,407 116 111,450  186 

平成２８年    6,763 117,628 1,413     62 115,900  253 

平成２９年    6,670 99,547 1,375    55 97,920  197 

平成３０年    6,617 100,215  1,389    53 98,510 263 

平成３１（令和１）年    6,531  91,795   1,425 49 90,080    241 

資料：東串良町住民課調 

環境保全意識の高揚と自主的活動の促進 

公害防止対策の充実 

ゴミ収集体制の整備 

環境への負荷の少ない 

循環型社会づくり 
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第３章  

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

■施策の体系 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

健康で生きがいとふれあいのあるまちづくり 

１．生涯にわたる健康づくり 

 
１．1 保健活動の充実 
 
■現状と課題 

 

人生百年時代を迎えた今日、生涯を通じて健康で心豊かであることは最も大切な要件で

す。その健康を維持するためには、客観的な検査データを継続的に記録比較することにより、

生活習慣病等の発症を未然に防ぐとともに、その改善に住民自らの意思で取り組むことが求

められています。 

 また、急速な高齢化の進行は、慢性疾患の増加を加速させており、医療技術の進歩ととも

に医療費の増大を招き、社会保障の観点から、医療を取り巻く環境に大きな影響を与えてい

ます。さらに、新型感染症の感染拡大など未知の感染症も加わり、町民が自ら健康を維持す

るための取組が中断される状況も懸念されます。 

 このような厳しい財政状況、社会情勢のなかにあっても、健康維持に対する町民の意識を

啓発し続けるとともに、様々な健康づくり事業を進めることが、行政の重要な役割となりま

す。 

 

 

 

■関連するＳＤＧｓ 

 

   

  

    

 

保健センターの充実と活用 

成人・高齢者保健の充実 

母子保健の充実 

感染症予防の徹底 

食生活改善事業の充実 

保健活動の充実 
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■施策の方向 

 

１．保健センターの充実と活用     

 

 心豊かな元気なまちづくりを目指し、保健

センターを健康づくりの拠点として、各種集

団健診を実施し、町民の生涯を通じた健康の

増進や疾病の予防が図られるよう、関係機関

とも連携を密にしながら健康づくりを推進

します。 

 

 

２．成人・高齢者保健の充実       

 

 バランスのとれた食事や適度な運動・休養

に、節酒・禁煙を加えた生活習慣の改善は、

生涯を通じた健康づくりを推進するための

基本です。日頃の生活習慣の改善・定着など

地域社会で実践的な健康づくりを推進する

ため、健康教育や健康相談などの各種事業の

拡充に努めます。 

 また、認知症等の要介護者の増加に対応し

て、高齢者の介護予防のための事業を進めま

す。 

 

 

３．母子保健の充実          

 

 各種乳幼児健康診査等の実施と事後指導

体制の強化を図りながら、母子の健康保持・

増進・疾病等の早期発見に努め、また、子育

て世代包括支援センターの充実を図り、妊産

婦や乳幼児等に対するきめ細かで継続的な

保健活動を進めます。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

４．感染症予防の徹          

 

 結核などの既存感染症に加え、新型感染症

への感染予防を図るため、各種予防接種の充

実や結核健康診査の受診をより一層促進し

ます。また、新型感染症については、町民へ

の感染予防対策に対する啓発を徹底し、感染

拡大防止を図ります。 

 

５．食生活改善事業の充実          

 

 町民の食生活は、就労形態の変化等に伴い、

加工食品、冷凍食品などの利用や外食が多く

なっている傾向にあります。小さな頃からの

食生活習慣は、成人になっても継続される傾

向が強く、生活習慣病などの発症につながる

ことが心配されます。 

また、成人も食生活の変化による糖尿病な

どの生活習慣病は増加の一途を辿っており、

食生活改善を指導する取組が必要です。 

 そのため、管理栄養士等による妊婦、乳幼

児の食生活指導、各種疾病に対する栄養指導

など、食生活改善事業の充実を図ります。 
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■施策の体系 

 

 

 

 

 

 

■施策の方向 

 

１．地域医療体制の充実        

 

町民がいつでも適切な医療サービスを安

心して受けられるよう、肝属東部医師会によ

る在宅当番医制や鹿屋市医師会による夜間

救急当番医制も含めた医療提供体制の維持・

強化を図ります。また、大隅広域夜間急病セ

ンターの適切な活用により、医療提供体制の

維持に努めます。 

 

 

２．救急医療体制の充実        

 

 大隅地域では、高度な治療を必要とするも

のや専門的な医療を行う医師が慢性的に不

足しており、医師の偏在化が際立っています。

これを解消し、町民が安心して必要とする医

療を受けられるよう、関係自治体と連携し、

継続的な医師の確保に努めます。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

１．２ 地域医療の充実 
 
■現状と課題 

 

 本町の医療施設は、医院５か所（内科４、整形外科１）、歯科医２か所があり、眼科や耳

鼻咽喉科など専門的医療や高度な治療を必要とする医療の提供については、鹿児島市や鹿屋

市などの県内及び近隣市町の医療機関に依存しています。しかしながら、全国的な医師の偏

在により、地域医療を担う医師が不足している現状が顕在化しており、地域内の医師の確保

が心配されています。  

 また、救急医療体制については、大隅肝属地区消防組合により１次から３次までの体制が

図られています。救急救命医療についても、同組合からドクターヘリの要請が行われます。 

 これからも、医師会、消防組合などの協力のもとに、高度化・多様化する医療ニーズに対

応した医療環境の充実、専門医等の医師の確保が必要です。 

 

地域医療体制の充実 

救急医療体制の充実 

地域医療の充実 
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■施策の体系 

 

 

 

 

■施策の方向 

 

１．保健事業の推進          

 

 各種健（検）診の充実、健康教育、健康相

談など予防活動を推進しながら、健康意識の

高揚や健康管理に対する情報の提供に努め

ます。とくに、糖尿病重症化予防や高血圧の

方への生活改善指導を重点的に取り組みま

す。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

２．財政運営の健全化          

 

 保険税の収納体制の強化を図りながら、適

正な受診指導を行うとともに、制度に対する

理解と協力を得るための広報活動を強化し、

保険税の収納率の向上に努めます。 

 また、県に対し、納付金の早期一元化や国

庫補助金などの増額を要望します。 

１．３ 国民健康保険事業の充実 
 
■現状と課題 

 

 本町の国民健康保険被保険者数は、令和２年４月現在２，０４０人であり、加入者の状況
は、一般被保険者は減少、退職被保険者は加入者無となりました。その反面、後期高齢者医
療の対象者及び一人当たりの医療費は増加しつづけています。 

 一方、国保の医療費状況をみると増加と減少を繰り返す傾向にあるものの、毎年度、厳し
い国保運営が続いています。また、平成３０年度から鹿児島県が保険者となり、財政基盤の
強化を図りながら国保の運営を行っています。しかしながら、その運営に必要な納付金は、
毎年、加入者の所得や医療費の実績等を基に、市町村ごとに算出されており、一人あたりの
必要額は県内で最も高い状況にあります。 

 国民健康保険事業の健全な財政運営を図るため、保険税の徴収率の向上と合わせ、引き続
き予防活動の強化と適正な受診指導を行っていくことが必要です。 

 
国民健康保険の状況 

区    分 H27 年度 H28 年度 H29 年度 H30 年度 H31（R1）

加 入 世 帯 数（世帯） 1,296 1,262 1,223 1,192 1,161 

加 入 率 （％） 39.56 38.85 37.74 36.86 35.89 

被 保 険 者 数 （人） 2,310 2,217 2,144 2,067 2,011 

加 入 率 （％） 33.70 32.77 32.14 31.24 30.79 

被保険

者の内 

訳 

一 般 被 保 険 者（人） 2,276 2,179 2,125 2,065 2,011 

退 職 被 保 険 者（人） 67 38 19 2 0 

後 期 高 齢 者 医 療 対 象 者 1,502 1,489 1,465 1,447 1,408 

保 険 税 調 定 額（千円） 268,381 292,406 296,670 264,504 248,645 

収 納 率（％） 79.73 82.52 85.10 84.16 83.29 

１人当 

たりの 

医療費 

全 体 平 均（円） 318,100 319,782 350,726 325,823 364,521 

一 般 被 保 険 者（円） 319,754 319,052 348,676 324,584 370,061 

退 職 被 保 険 者（円） 323,635 361,663 579,992 1,604,893 0 

後 期 高 齢 者 医 療 対 象 者 723,427 704,482 756,084 834,862 875,153 

資料：東串良町福祉課調 

保健事業の推進 

財政運営の健全化 

国民健康保険事業の充実 
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２．地域福祉の充実 

 
２．1 高齢者福祉の充実 
 
■現状と課題 

 

 我が国の高齢者人口は、極めて急速に進んでおり、２０４０年には現役世代１．５人で１

人の高齢者を支えるという状況が予想されています。本町においても、高齢化が進んでおり

令和２年の総人口を占める高齢化率は３５．４％と高い水準にある状況です。 

今後、高齢者が住み慣れた地域で最後まで暮らせるよう、医療と介護など多職種が連携す

る「地域包括ケアシステム」の構築が重要な取り組みとなります。また、住宅と施設の連携、

支援困難事例への対応などを強化し、利用者一人ひとりについて、多職種が連携し、介護給

付等対象サービスを含む、地域におけるさまざまなサービスや資源を活用しながら継続的に

フォローアップしていく包括的・継続的なケアマネージメントを確立する必要があります。 

また、人口減、少子高齢化という状況のなかで、６５歳以上を高齢者とする定義も見直さ

れることも十分予想され、社会の支え手も変わっていくものと考えられます。 

 

 

 

■関連するＳＤＧｓ 

 

       

 

 

年齢別高齢者人口の推移 

（単位：人 ％） 

区   分 平成１２年 平成１７年 平成２２年 平成２７年 令和２年 

 ６５歳以上の 

 高 齢 者 数 

２，２１７ 

［２９．４］ 

２，３６７ 

［３３．２］ 

２，３０４ 

［３３．９］ 

２，３１２ 

［３５．４］ 

２，２１７ 

[３６．３] 

 

内 

 

訳 

前期高齢者数 

(６５歳～７４歳) 

１，２８８ 

［１７．１］ 

１，１５３ 

［１６．２］ 

９３６ 

［１３．８］ 

９３２ 

［１４．３］ 

９６９ 

[１５．９] 

後期高齢者数 

(７５歳以上) 

９２９ 

［１２．３］ 

１，２１４ 

［１７．０］ 

１，３６８ 

［２０．１］ 

１，３８０ 

［２１．１］ 

１，２４８ 

[２０．４] 

  総  人  口 ７，５３０ ７，１２２ ６，８０２ ６，５３０ ６，２３７ 

［ ］内の数値は総人口に占める割合                         資料：東串良町企画課調 
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■施策の体系 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

■施策の方向 

 

１．高齢者の積極的な社会参加     

 

 高齢者が長年の経験のなかで培ってきた

知識や技能を活かし、地域社会を構築する重

要な一員として、社会活動に主体的・積極的

に参加できる環境づくりを推進します。 

 

２．支援を必要とする高齢者への対策  

  

 高齢者が生きがいを持ち、日常生活を安心

して過ごせるよう、医療・介護・保健福祉の

関係機関の他、インフォーマルサポートも含

め、多職種が連携して、住民相互の支え合い

の環境の中で自立した生活を支援する体制

づくりを推進します。 

 また、高齢者が認知症になっても穏やかな

生活をおくれるとともに、その家族も安心し

て社会生活を営める社会づくりを目指して

各種支援を行っていきます。 

 

３．安全で安心して暮らすためのまちづくり 

 

 高齢者の自主的な健康づくりをサポート

するとともに、安心してそのまま住み続ける

ことができるよう地域のバリアフリー化を

推進し、高齢者の住みよいまちづくりに努め

ます。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

４．地域包括ケアシステムの構築     

 るまる及び福祉サービスの基盤整備     

 

 介護サービスに対するニーズの多様化と

要介護者が望む在宅等での生活を支えるた

め、地域包括支援センターが中心的役割を担

いながら、多職種連携による「地域包括ケア

システム」の構築を推進します。また、介護

職の人員確保と資質の向上を図るため、関係

機関と連携し介護サービスの基盤整備を推

進します。さらに、地域住民によるインフォ

ーマルサポート等の活動を支援し、住み慣れ

た地域で最期まで安心して暮らせる町づく

りに努めます。 

 

 

５．高齢者福祉施設の整備       

 

 高齢化の急速な進展に伴い、特別養護老人

ホーム等への入所待機者は常態化していま

すが、将来的には高齢者の人口減少も進むた

め、施設の増設は容易ではありません。これ

からの福祉施設の整備は、高齢者保健福祉計

画及び介護保険事業計画等との整合性と、介

護保険料など社会保障費の負担に対する町

民の理解を得ながら適切に推進します。 

 

 

高齢者の積極的な社会参加 

支援を必要とする高齢者への対策 

安全で安心して暮らすためのまちづくり 

地域包括ケアシステムの構築 

及び福祉サービスの基盤整備 

高齢者福祉施設の整備 

高齢者福祉の充実 
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２．２ 児童・母子福祉の充実 
 
■現状と課題 

 

 世代間意識の違いや価値観の多様化、生活形態等の変化により、連帯意識の希薄化など地

域社会を取り巻く環境は大きく変化しています。とくに、核家族化の進行や地域での連帯意

識の低下は、若年層の子育てに対する不安を助長し、いわゆるマタニティーブルーや産後う

つ等による育児不安を抱える母親の増加へとつながっています。 

 また、全国では、これまで多くの子ども達が理不尽な虐待により心に深い傷を負い、尊い

命が奪わる事案が増加してきました。このような事案は、いつどこで起きてもおかしくない

状況であることを私たちは理解する必要があります。 

 少子化のなか子育ては、もはや社会全体で取り組む事業となりました。子育ての目的は、

子どもの幸せを第一に考え、子どもの人権や自由を尊重し、子どもの利益が最大限に守られ

ることです。 

 このような基本的視点を踏まえ、町では子育て世代包括支援センターを設置しました。今

後、妊娠初期の段階から母子の心身の健全な育成に取り組むとともに、虐待予防も含めた継

続的支援と内容の充実に努める必要があります。 

 

保育所等の状況 

（単位：人 ％） 

保育所名 定 数 児童数 入所（園）率 

豊栄保育園   ６０   ６２（５）   １０３％ 

青葉保育園   ６０   ６０（９）  １００％ 

柏原保育園   ４５   ３３（１）     ７３％ 

   計  １６５  １５５（１５）    ９４％ 

※（ ）内は広域入所分                      令和２年４月１日現在 
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■施策の体系 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

■施策の方向 

 

１．地域における子育ての支援     

 

 地域全体で子どもの成長を見守り、保健サ

ービスの充実及び、すべての子育て家庭を対

象に、地域住民による子育て支援への理解と

参加・協力を推進します。 

 

 

２．子育てを支援する体制整備  

 

 妊娠初期の段階から心身の健全な育成と

継続的支援を必要とする母子や家庭に対し、

子育て世代包括支援センターの業務内容を

充実させ、安心して子育てができる支援体制

の整備を推進します。 

 

 

３．職業生活と家庭生活との両立の推進等  

 

 保護者等が、仕事と家庭の両立ができるよ

うに、保育サービスの充実や社会環境の整備

を推進します。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

４．要保護児童への対応など      

 るまる まきめ細やかな取組の推進  

 

 児童虐待の未然防止、やひとり親家庭や障

がい児の子育て等、いっそうの支援が必要な

子どもや子育て家庭に対してきめ細やかな

対応を進めます。 

 

 

５．子育てに係る費用への支援     

 

 幼児教育等の無償化など、子育て世代の経

済的負担軽減を図る国の施策に加え、保育所

等の副食費の全額補助や新生児のオムツ購

入費の一部補助など、町独自の子育て支援施

策を継続して行っていきます。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

地域における子育ての支援 

子育てを支援する体制整備 

職業生活と家庭生活との両立の推進等 

要保護児童への対応など 

きめ細やかな取組の推進 

子育てに係る費用への支援 

児童・母子福祉の充実

bosihukusinozyuu 
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■施策の体系 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

■施策の方向 

 

１．障がい者の主体性・自主性の確保  

 

 障がい者本人が主体性・自主性を確保し、

活動へ積極的に参加していくことを期待し、

その能力を十分に発揮できるような施策の

推進に努めます。 

 

２．町民全員参加によるすべての人の  

 るまる まための平等な社会づくり  

 

 障がい者を取り巻く生活上の障壁を取り

除き、生活環境の改善を図ることにより、障

がい者が社会活動を自由にできる平等な社

会づくりを推進します。 

 また、平等な社会づくりには、町民すべて

が、障がい者問題を理解し、参加して取組む

必要があります。このため、啓発広報活動の

充実に努めます。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

３．障がい者の重度化・重複化及び   

ま   障がい者等の高齢化への対応  

 

 障がい者の重度化・重複化による常時援護

等を必要とする障がい者の増加に対し、これ

らの障がい者の生活の質の向上に努めると

ともに、障がい者及び介助する家族の高齢化

等に対応した施策の向上に努めます。 

 

４．施策の連携            

 

 障がい者及び高齢者双方のニーズに応え

ていくために、必要に応じ両者に係る施策の

一体的な推進に努めます。 

 また、障がい者対策は幅広い分野にわたる

ことから、関連施策の連携を図るよう努めま

す。 

２．３ 障がい者福祉の充実 
 
■現状と課題 

 

 障がい者の高齢化や障がいの重度化、重複化などにより、障がい者のニーズも多様化して

いることから、行政による積極的な施策の推進が求められています。 

 また、障がい者に対する住民の理解と差別の解消、権利擁護及び虐待の防止など、障がい

者の生活環境の改善を図るため、障害福祉サービスの提供体制の充実と行政と住民が一体と

なった総合的な障がい者福祉施策を推進する必要があります。これらの施策を、関係機関や

支援団体、地域住民とも連携し、できる限り障がい者の主体性や自主性が育まれる地域社会

づくりが求められています。 

障がい者の主体性・自主性の確保 

施策の連携 

町民全員参加によるすべての人

のための平等な社会づくり 

障がい者の重度化・重複化及び 

障がい者等の高齢化への対応 

障がい者福祉の充実 
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■施策の体系 

 

 

 

 

 

 

■施策の方向 

 

１．地域福祉推進の体制づくり      

 

多様な福祉ニーズに対する適切な対応、課

題解決が図られるよう、地域住民も参画する

包括的な相談支援体制の整備を図ります。ま

た、医療・介護を含め、多様な課題に対応し

た支援が行われるよう、地域包括支援センタ

ーなど、関係機関との連携を図ります。 

 

 

２．福祉思想の確立          

 

 さまざまな広報媒体を活用し、助け合い、

支え合う意識や地域づくりに「共に取り組む」

気運の醸成に努めるとともに、健常者と障が

い者が一体となって取組む地域づくりを推

進します。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

２．４ 地域福祉活動の充実 
 
■現状と課題 

 

 高齢化等の進展に伴い、介護を必要とする高齢者や認知症を発症する高齢者等が増加する

なか、福祉サービスに対するニーズは量的にも質的にも増大化し、多様化しています。これ

らの福祉サービスを必要とする高齢者や障がい者が、安心して生活できる地域社会を実現す

るため、行政と関係機関等が連携強化に努める取組が必要となっています。 

 また、地域福祉の充実を図るためには、拠点施設の整備やボランティア等の民間福祉活動

団体及び人材の育成を強化するとともに、福祉を理解してもらうための意識啓発や福祉サー

ビスの町民への周知を図る必要があります。 

 今後は、地域福祉の推進に向けて、地域における見守り体制の充実など、地域住民も参画

する包括的な相談支援体制の構築を推進する取組が必要となります。 

地域福祉推進の体制づくり 

福祉思想の確立 

地域の福祉活動の充実 
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■施策の体系 

 

 

 

 

 

 

■施策の方向 

 

１．未加入者の加入促進        

 

 年金適用者における未加入者の実態把握

に努めるとともに、加入促進を積極的に図り

ます。 

 

 

２．年金相談・広報活動の充実     

 

 国民年金制度への理解を深めるため、年金

相談体制と広報活動の充実を図ります。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

２．５ 国民年金事業の推進 
 
■現状と課題 

 

 公的年金は、老後の生活の中で非常に大きな役割を果たしています。高齢者世帯の収入の

うち公的年金・恩給が平均で６割を占め高齢者世帯のうち、所得が公的年金のみの世帯は全

体の５割となっています。したがって高齢者の生活に大きな影響を与える公的年金を将来に

わたり確実にさせていくことが不可欠です。 

 しかしながら、年金制度の最大の課題である少子高齢化社会の年金制度をどうすべきかを

考えると簡単な解決方法が出てくるものではありません。出生率を引き上げる・少子化を抑

制するためのさまざまな施策が実施されてきましたが、これらの施策により最大限の少子化

抑制効果が表れたとしても、その影響は限定的であり、将来の人口を大きく変化させ、年金

財政を改善するまでは至らない見方もあります。 

 少子高齢化の問題を踏まえ、現役世代の負担を過剰に引き上げることなく、老後の生活費

の基本的部分をまかなえるような給付と負担を考え、国民の信頼を得られる年金制度とする

ためには、従来の年金制度の枠組みにとらわれることなく、あらゆる可能性を検討し、抜本

的な改革を進めていくことが求められています。 

未加入者の加入促進 

年金相談・広報活動の充実 

国民年金事業の推進 
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第４章  

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

■施策の体系 

 

 

 

 

 

 

 

■施策の方向 

 

１．推進体制の充実          

 
 生涯学習を総合的・効果的に推進するため
の、推進基盤となる各種指導者の発掘・育成
に努めます。また、生涯学習の推進に必要な
施設の整備を図ります。また、生涯学習の推
進に必要な施設の整備を図ります。 

 

２．学習機会の拡充          

 
 学習情報の収集・提供を推進し、町民のニ
ーズに応える体制づくりや学習相談の充実
に努めます。 
また、社会教育施設・設備の開放を促進する
とともに、ライフステージに対応した広域的
な生涯学習の拡充に努めます。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

３．学習歴活用の環境づくり      

 

 学習機会の体系化を進め、学習歴の活用が

図られる場の整備に努めます。 

また、学習の成果をボランティア活動等に

活かしやすい環境づくりを推進します。 

 

 

 

 

 

 

 

あしたをひらく心豊かな人づくり・文化づくり 

１．生涯学習の推進 

 
１．1 生涯学習の推進 
 
■現状と課題 

 

 社会経済状況の変化に伴い、国際化、情報化、高齢化、自由時間の増大など、生きがいと
うるおいのある充実した人生を求める傾向が強まるなど、高度で多様な学習需要が増大して
きています。 

 本町においては、これまで社会情勢の変化に即した生涯学習の推進を行ってきました。 

 今後、町民のニーズを踏まえ、総合的・効果的に生涯学習を推進していくため、     
町長部局、教育委員会、関係団体等との連携を深めながら、さらに推進する必要があります。 

 

■関連するＳＤＧｓ 

 

    
   

 

 

推進体制の充実 

学習機会の拡充 

学習歴活用の環境づくり 

生涯学習の推進 
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２．学校教育の充実 

 
２．1 学校教育の充実 
 
■現状と課題 

 

本町の教育機関は、幼稚園（１）小学校（２）、中学校（１）であり、児童・生徒数は横

ばい傾向にあります。 

 「あしたをひらく心豊かな人づくり」を目指し、本町の実情と課題にそった教育行政の充

実に取り組んでいます。また、郷土に根ざした特色ある教育活動の展開、一人ひとりを生か

す生徒指導、学力向上を図る方策など小中一貫教育を通して、その実践に努めています。 

 さらに、人間性豊かで心身ともに健全な子どもたちを育むため、家庭や地域での取組はも

とより、児童生徒の多様な個性、資質、能力、適正を考慮した、学校教育に取り組んでいま

す。 

 一方、施設面では諸学校施設整備事業等により、学校施設の耐震化やデジタル情報機器も

整備充実され、円滑な教育がなされていますが、一部の施設に老朽化がみられます。また、

高度情報化社会、国際化社会に対応した環境整備を図る必要があります。 

 

 

 

■関連するＳＤＧｓ 

 

       

 

小・中学校の児童・生徒数の推移 

（単位：人 ％） 

学校名  平成２７年度 平成２８年度 平成２９年度 平成３０年度 平成３１（令和１）年度 令和２年度 

池之原 

小学校 

学級数 １０ １１ １２ １２ １２ １２ 

児童数 ２８５ ２９２ ３１１ ３０１ ３０６ ２９９ 

柏 原 

小学校 

学級数 ６ ６ ６ ６ ６ ６ 

児童数 １０７ ９１ ９４ ９１ ９３ ９２ 

小学校 

計 

学級数 １６ １７ １８ １８ １８ １８ 

児童数 ３９２ ３８３ ４０５ ３９２ ３９９ ３９１ 

東串良 

中学校 

学級数 ６ ５ ６ ６ ６ ６ 

生徒数 １６２ １５７ １５６ １７９ １８６ １９７ 

資料：東串良町教育委員会調 
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■施策の体系 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

■施策の方向 

 

１．学力の向上          

 

すべての児童・生徒に、生涯にわたる人間

形成の基礎を培うために必要な基礎・基本を

定着させ、一人ひとりの能力や個性を生かし、

時代の変化に柔軟に対応できる学力水準の

向上を図ります。 

 そのためにも、「小中一貫教育」の内容の

充実・改善を図りながら、TT 指導や少人数

指導等による学習指導法の改善、英語教育、

道徳教育、キャリア教育等の充実を推進しま

す。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

２．幼児教育の充実          

 

幼児の心身の健やかな育成を目指し、集団

での遊びや自然とのふれあい等、多様な体験

を通して幼児の自発性や好奇心、道徳や命の

尊さなど、人間形成の基礎を培う幼稚園教育

を推進します。 

 また、地域の特性を踏まえた教育内容、方

法などの改善・充実を図るため、教職員の研

修に努めるとともに、家庭教育の重要性の認

識を高めるため、保護者に対する学習機会の

拡充を図ります。 

 施設整備の面では、幼児教育に対するニー

ズに即応した施設整備と環境づくりに努め

ます。 

 

 

 

 

 

 

 

学力の向上 

幼児教育の充実 

調和のとれた児童・生徒の育成 

生徒指導の充実 

教育環境の整備・充実 

時代に即応した教育の推進 

学校給食の充実 

教職員の資質の向上 

小・中学校の連携を図った学校づくり 

学校教育の充実 

幼稚園児童数の推移 

（単位：人 ％） 

 年度区分 

幼稚園名 
平成２７年度 平成２８年度 平成２９年度 平成３０年度 平成３１（令和１）年度 令和２年 

池 之 原 
幼 稚 園 

園児数 ２１ ２１ １４ １１ ５ ７ 

資料：東串良町教育委員会調 
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３．調和のとれた児童・生徒の育成   

 

 「学校、家庭、地域社会が一体となって取

り組む心の教育」の中核をなす道徳教育の充

実に努め、基本的な生活習慣の確立や望まし

い人間関係の育成など道徳的実践力を備え

た、児童生徒の育成を図ります。 

 また、集団活動に積極的に関わり、社会奉

仕の精神を養うボランティア活動や自然体

験活動など多様な体験活動を通じ、自主的・

実践的な態度を育む教育を推進します。 

 

 

４．生徒指導の充実          

 

 教職員と児童生徒、児童生徒同士の好まし

い人間関係を醸成し、一人ひとりの児童・生

徒に応じたきめ細やかな生徒指導を積極的

に進めるとともに、社会の一員としての自覚

に基づく連帯感や共感・協力の精神を培う指

導体制の確立に努めます。 

 いじめ・不登校や非行など問題行動に対す

る教職員の指導力の向上・充実を図りながら、

家庭や地域社会、関係機関、団体などとの一

層の連携強化を図ります。 

 

 

５．教育環境の整備・充実       

 

 教育環境整備については、高度情報化社会

及び国際化に対応した教育用パソコン等の

導入や更新を進め、また、施設設備や教材備

品等の効果的な活用と、適切な管理・保管に

努め、施設設備の充実を図ります。 

 一方、花や緑いっぱいの美しい学校環境づ

くりを推進し、「心豊かな人づくり」をめざ

します。 

 

 

 

 

 

６．時代に即応した教育の推進     

 

 国際化・情報化が進むなか、教育の基礎的・

基本的内容を重視し、児童生徒の能力や個性

を生かした自己教育力や創造性の育成を目

指し、また、マルチメディアによる情報活用

能力の育成、プログラミング教育を通した物

事を論理的に考える力の育成、様々な国の文

化や習慣、コミュニケーション能力の育成な

ど情報化・国際化に対応した教育を推進しま

す。 

 

 

７．学校給食の充実          

 

 児童・生徒が健康について認識を深め、自

ら栄養管理に努める態度や能力を育てると

ともに、食生活指導体制の確立を図ります。 

 また、衛生管理の徹底に努め、安全で衛生

的な学校給食により、健康な児童生徒の育成

に努めます。 

 

 

８．教職員の資質の向上        

 

 教育課題や研究主題の共通理解と共通実

践を基にした、校内研修や研究授業を通して、

学習指導法の改善、指導技術の向上など実践

的研修の充実を図り、教職員の資質向上を進

めます。 

また、服務規律の厳正確保による、教職員

のモラルの高揚を一層図ります。 

 

 

９．小・中学校の連携を図った学校づくり  

 

 本町の小学校２校、中学校１校という特性

を踏まえ、それぞれの特色のある学校づくり

を尊重しながら、小・中学校の緊密な連携を

図り、「ひっくらの宝子」を育てる環境整備

に努めます。 
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■施策の体系 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

３．社会教育・文化活動の充実 

 
３．1 社会教育の充実 
 
■現状と課題 

 

 経済の発展、科学技術の高度化・情報化、高学歴化、少子・高齢化が進むなか、個々の生

活水準の向上や自由時間（余暇）の増大に伴い、人々のライフスタイルの変化や価値観の多

様化がみられます。 

 物心両面の豊かさに加え、生涯を通じて健康で生きがいのある人生を過ごすために、高度

で多様な学習機会の拡充が求められています。 

 一方、地域社会や家庭の教育環境の変化が大きな社会問題となっています。 

 このため、町民参加の下、連帯感の意識を培い、心のかよいあう教育文化の環境づくりを

目指し、地域に根ざした多様な社会教育行政を推進する必要があります。 

 特に、２１世紀を担う青少年の健全な育成のために、学社融合は不可欠であり、家庭と地

域の教育力を回復・向上させることが重要です。 

 

 

 

■関連するＳＤＧｓ 

 

   
     

 

社会教育諸条件の整備・充実 

青少年教育の充実 

家庭教育・成人教育の充実 

コミュニティ活動の推進 

図書館活動の推進 

社会教育の充実 
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■施策の方向 

 

１．社会教育諸条件の整備充実     

 

 社会教育の緊要な課題に対応するため、社

会教育関係者の研修機会の拡充、関係団体の

育成に向けた社会教育有志指導者の養成、活

用などの推進体制や生涯学習の拠点となる

社会教育施設の整備・充実を図ります。 

 また、学習者の課題に応じた学習方法の工

夫・改善、社会教育における人権教育の充実

に努めます。 

 

 

２．青少年教育の充実         

 

 次代を担う青少年の育成はきわめて重要

な課題です。このため、青少年がふるさとに

誇りと愛着をもち、社会との関わりを自覚し

つつ感性を高め、主体的に生きていくことが

できる気風づくりを醸成するため、学校・家

庭・地域（関係団体）との連携を深め、また、

体験学習や異年齢集団による諸活動などを

支援し、心身ともに優れた青少年の育成を図

ります。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

３．家庭教育・成人教育の充実     

 

 家庭を取り巻く社会環境が大きく変化す

るなかで、家庭教育の課題に対応するため、

家庭教育学級の開設や情報の提供、各種学習

機会の拡充を図りながら、関係団体等相互の

連携を促進するとともに、指導者の養成など

家庭教育の充実に努めます。 

 また、成人及び高齢者の多様化・高度化・

専門化している学習要求に応えるための学

習機会や学習内容の充実に努め、広報誌や学

習情報誌を発行し、学習意欲の高揚と参加促

進を図り、地域づくりの主体者としての資質

の向上を図ります。 

 

 

４．コミュニティ活動の推進      

 

 過疎化や高齢化による少子化をはじめ、社

会構造の変化等により、コミュニティ活動は

ますます重要性を増してきています。 

 このため、コミュニティ活動の核でもある、

校区コミュニティ、振興会、子ども会、高齢

者クラブ等を通じて、町民にコミュニティ活

動への参加を促進するとともに、時代の変化

に対応できる組織の育成・充実を図り、安心

して快適な生活を送れるまちづくりを推進

します。 

 

 

５．図書館活動の推進         

 

 図書館運用の研修計画及び学校や家庭・地

域での読書活動の支援に努め幅広い読書活

動の推進を図ります。 

 大隅広域図書館ネットワーク運営協議会

加盟市町との連携により、住民のニーズに応

じたさまざまな資料を素早く提供できるよ

うに努めます。 
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３．２ 文化活動・文化財保護の充実 
 
■現状と課題 

 

 町民の芸術文化に対する欲求が高まり、日常生活のなかで芸術を鑑賞したり、芸術文化活

動に参加することが多くなり、町民のニーズは多様化しています。 

 今後は、誰もが日常生活のなかで文化の香りにふれ、自ら文化活動に参加できるような環

境づくりが必要です。 

 また、町には国指定史跡の唐仁古墳群をはじめ、先人達が残した貴重でかけがえのない歴

史的文化遺産が数多く存在しています。指定文化財や郷土芸能については、文化財マップや

パンフレット等で紹介し、文化財に対する意識の高揚を図っていきます。 

 今後は、文化財を町民共有の財産として適切に保存し、後世に継承していくとともに、町

民生活に密着した文化財として親しまれるよう、その保存・活用方法について検討する必要

があります。 

東串良町指定文化財 

 

指定別 部   門 名     称 所  在  地 指定年月日 

国指定 記念物（史跡） 唐仁古墳群 新川西唐仁地区 Ｓ ９. １.２２ 

県指定 有形民俗文化財 新川西の田之神像 新川西下伊倉 Ｓ４３. ３.２９ 

町指定 

記念物（史跡） 熊野神社の宝篋印塔 川東熊野神社境内 Ｓ５０. ４. １ 

有形民俗文化財 専念寺の仁王像 川東専念寺山門 Ｓ５０. ４. １ 

有形民俗文化財 唐仁墓地入口の仁王像 唐仁墓地入口 Ｓ５０. ４. １ 

有形民俗文化財 唐仁墓地入口の六地蔵 唐仁墓地入口 Ｓ５０. ４. １ 

無形民俗文化財 唐仁の八月踊 新川西唐仁地区 Ｓ５２.１２.２０ 

記念物（史跡） 島津氏久の逆修宝塔 岩弘上墓地内 Ｓ５３.１１.１０ 

記念物（史跡） 萩原宅武家門 川東萩原宅 Ｓ５３.１１.１０ 

有形民俗文化財 安留の観音像 川東安留上公民館前 Ｓ５６.１２.１５ 

有形民俗文化財 専念寺の地蔵像 川東専念寺境内 Ｓ５６.１２.１５ 

記念物（史跡） 吉元の一石五輪塔 川西吉元墓地内 Ｓ５６.１２.１５ 

有形民俗文化財  （彫刻） 薬師如来像 新川西薬丸義弥宅 Ｓ５９.１０.１６ 

記念物（天然記念物） 池之原小学校の欅 池之原小学校校庭 Ｈ ４.１０.１４ 

有形民俗文化財 溜水の六地蔵 川東杉木墓地内 Ｈ ８. ３.１０ 

無形民俗文化財 柏原相撲甚句踊り 川東柏原地区 Ｈ ９.１０.１５ 

有形民俗文化財 安留の田の神像 安留集落センター内 Ｈ２３.１１.１５ 

記念物（史跡） 永峯の古石塔 川東 Ｒ ３. ３. ３ 

有形文化財 東串良農業倉庫群（豊栄） 池之原 Ｒ ３. ３. ３ 

有形文化財 東串良農業倉庫群（柏原） 川東 Ｒ ３. ３. ３ 

資料：東串良町教育委員会調 
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■施策の体系 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

■施策の方向 

 

１．文化施設の整備          

 

 文化活動の鑑賞や発表の場となる町総合

センターの施設・設備等を整備するとともに、

地域づくりの拠点や交流の場となる図書館

の整備・充実を図ります。 

 

 

２．文化・芸術の振興         

 

 鑑賞機会の拡充や文化活動の支援・交流を

促進し、特に青少年の豊かな心の育成のため、

文化活動に参加する機運の醸成を図ります。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

３．文化財保護基盤の整備         

 
 国指定の広大な唐仁古墳群をはじめ、郷土
に残る数多くの歴史的文化遺産の保存・活用
を図ります。 

 また、次世代の郷土文化を担う人材育成に
努め、関係団体との連携を促進し、新たな文
化の創造を通して地域の活性化を図ります。 

 さらに、町郷土研修館の内容充実に努め、
広報紙等を通じて町民の文化財に対する意
識の高揚を図っていきます。 
 
 

４．文化財の継承・発展       

 

地域の個性豊かな民俗、芸能、伝統行事等

の伝統文化を後世に正しく守り伝えるため、

記録保存に努め、後継者育成、関係設備等の

充実と相俟って、これらに親しむ機会の拡充

や活用を図ります。 

 また、次世代の郷土文化を担う人材育成に

努め、関係団体との連携を促進し、新たな文

化の創造を通して地域の活性化を図ります。 

  

文化施設の整備 

文化・芸術の振興 

文化財保護基盤の整備 

文化財の継承・発展 

文化活動・文化財保護の充実 
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■施策の体系 

 

 

 

 

 

 

■施策の方向 

 

１．国際化への対応          

 

 豊かな自然や歴史、文化、生産基盤などを

活用し、地域間交流や都市と農村との交流で

ある「グリーン・ツーリズム」を推進し、個

性豊かな地域づくりを進めます。 

 また、国際交流や地域間交流を行う団体、

個人への支援を充実させ、国際化社会に対応

できる人づくりを進めます。 

 

 

２．情報化への対応          

 

 高度情報化社会に対応するため、町総合セ

ンターを核とする生涯学習関連施設におい

て、情報環境の整備を進め、情報通信技術の

積極的な活用を図ることにより、町民の意欲

や興味、関心を高め、生涯学習における情報

化を推進します。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

３．３ 新時代に対応する教育の推進 
 
■現状と課題 

 

本町の、国際交流や地域間交流は、人づくり研修事業による研修や海外へのホームステイ

を行っていますが、姉妹盟約や友好関係による交流はありません。 

 交流は異質のものがぶつかり合うことによって、精神を活発化させ、創造の喜びを見出す

営みです。真の国際化を目指し、国際交流活動の活発化を図るためにも、交流によりいろい

ろな考え方、知恵、生活文化などを持ちより、外部からの視点でも町の潜在的可能性をさぐ

り出していく必要があります。 

 今後は、外国人に対する偏見・差別意識のない社会を目指し、国際交流活動を推進します。 

国際化への対応 

情報化への対応 

新時代に対応する教育の推進 
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■施策の体系 

 

 

 

 

 

■施策の方向 

 

１．推進体制の充実          

 

 多様化する町民のスポーツ活動へのニー

ズに対応するため、指導者の養成、資質の向

上に努め、関係団体の育成・強化を図ります。 

 また、生涯スポーツや競技スポーツに対応

できるよう、施設の整備充実を図ります。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

２．スポーツ活動の充実          

 

 町民の健康づくりや交流促進を図るため、

「いつでも、どこでも、だれでも」をモット

ーに、日常生活に根ざしたスポーツライフの

普及や各種大会の充実・強化に努め、幅広い

スポーツ活動の振興を図ります。 

 

４．スポーツ・レクリエーション活動の振興 

 
４．1 スポーツ活動の推進 
 
■現状と課題 

 

健康づくり・体力づくりの拠点として、町民運動場、総合体育館等を整備するとともに、

学校体育施設の開放事業を各学校と連携して進めながら、町民運動会や町駅伝競走大会など

各種スポーツ大会を開催することにより、町民スポーツ・レクリエーションの普及に努めて

きました。 

その成果の上に、今後、ますます余暇の増大や健康志向の高まるなかで、気軽に誰もがス

ポーツ・レクリエーション活動を楽しむことができるよう、さらにその機会の提供と拡充を

図る必要があります。 

 また、スポーツ少年団の団員数や体育協会の専門部員数が減少化している状況にあり、こ

れらの自主的スポーツ活動の支援も継続的に必要です。 

 今後も、健康で活力あるまちづくりを進めるため、町内外の交流を含めた町民総参加のス    

ポーツ振興を図っていく必要があります。 

 

 

 

■関連するＳＤＧｓ 

 

   
     

推進体制の充実 

スポーツ活動の充実 

スポーツ活動の促進 
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■施策の体系 

 

 

 

 

 

 

 

■施策の方向 

 

１．男女共同参画社会づくりに向けた啓発  

 

 家庭教育、学校教育、社会教育において、

男女平等及び共同参画の浸透を図り、性別や

世代、地域間における意識格差の解消などを

目指して、関係団体などとの連携を図りなが

ら、様々な広報・啓発活動に努めます。 

 

２．女性の社会参加の促進       

 

 審議会や協議会への女性の登用を図ると

ともに、人材発掘や育成に努めます。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 また、地域活動への女性の参画を促進する

ため、女性人材の育成、学習活動や交流活動

の機会の拡充を図ります。 

 

３．社会参加を促進する条件整備    

 

 働く親のニーズに応じた、保育サービスの

充実、育児や介護への男性の参画に向けた講

座の開設により、男女がともに、家庭、職場、

地域において真に豊かな生活を実現できる

環境づくりを進めます。 

 

５．男女共同参画社会づくり 

 
５．1 男女共同参画社会づくり 
 
■現状と課題 

 

 私たちの暮らしのなかには、「男は仕事・女は家庭」というような、固定観念の伝統的な

役割分担意識や、習慣、しきたり、さらには職場や政治の場での不平等感が依然として残さ

れています。 

 男性と女性がお互いの人権を尊重しあい、一人ひとりが持っている個性や能力を自由に発

揮して生きていくことは、最も重要なことです。 

 社会経済情勢が急速に変化し、新たな価値を創造していく必要がある今の時代、女性の力

が求められる場合がますます広がるものと考えられます。 

 政策・方針決定の場への女性の参画をはじめ、社会の様々な場で女性の個性や能力を発揮

できる環境づくりが必要です。 

 今後は、男女平等をめぐる意識づくり、環境づくりを社会全体で取り組む必要があります。 

 

 

■関連するＳＤＧｓ 

 

    
    

男女共同参画社会づくりに向けた啓発 

女性の社会参加の促進 

社会参加を促進する条件整備 

男女共同参画社会づくり 
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第５章  

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

■施策の体系 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

町民とともに進めるまちづくり 

１．町民参加の促進 

 
■現状と課題 

 

 まちづくりの主役は町民一人ひとりであり、行政への積極的な参加を可能にするシステム

の充実が望まれます。 

 限られた財源をもって効果的・効率的な行政運営を図りながら、町民の多様化・高度化す

るニーズを調整し、合意の上で行政を推進していかなければなりません。 

 近年、都市化などの進展により地域連帯意識の希薄化など、コミュニティ機能の低下が言

われています。町民参加の基礎となる自治組織の連帯や活動・充実が必要です． 

 町政と町民のパイプ役となっている広報・公聴活動については、なお一層の充実を図り、

町民が意見・要望を気軽に出せる体制づくりが必要です。 

 また、行政計画の策定、事業の実施にあたっても、可能な限り町民の参画について配慮し

ていく必要があります。 

 

 

 

■関連するＳＤＧｓ 

 

      
   

コミュニティ活動の充実 

広報・広聴活動の充実 

計画などへの参加 

共生・協働の地域社会づくり 

町民参加の促進 
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■施策の方向 

 

１．コミュニティ活動の充実      

 

 コミュニティ組織・活動を支援し、地域の

活性化と連帯意識を高めるため、地域住民の

合意のもとに適正な規模に振興会の自治組

織の統廃合を推進し、自主活動団体・グルー

プの自立を助長し、地域住民の主体的なまち

づくりへの参加体制づくりを推進します。 

 

 

2．広報・広聴活動の充実       

 

 広報「東くしら」の編集体制の一層の充実

に努め、より町民の立場に立った広報内容の

充実を図ります。 

 公聴活動については、直接的な町民との討

議や懇談の機会を計画的に設定し、地域住民

の主体性を十分配慮しながら、まちづくりや

地域づくりの議論を深めます。 

 高度情報通信システムのインターネット・

ホームページの充実を図り、町民に対し多く

の行政施策の情報提供や町民からの情報を

収集するため、ホームページを活用するとと

もに、各種アンケート調査の実施による町民

の意識・意向などの把握に努めます。 

 情報公開については、個人のプライバシー

の保護に十分配慮しながら、情報を提供する

体制づくりに努めます。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

3．計画などへの参加         

 

 行政計画の策定過程や事業の実施段階に

おいて、町民の参加機会の設定に配慮し、各

種委員会などを設置するなど町民との十分

な論議・合意を経たうえで、計画・事業を進

めます。 

 

 

4．共生・協働の地域社会づくり    

 

 地域住民や、地域づくりに活躍する振興

会・町民活動団体・NPO・企業など多様な主

体（パートナー）との協働を推進し、少子高

齢化の進行や地方分権の推進、多様化する住

民ニーズに的確かつ効率的に対応すること

ができる「協働社会の形成」をめざします。 
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■施策の体系 

 

 

 

 

 

 

■施策の方向 

 

１．町民サービス           

 

 町民の多種・多様なニーズに配慮した窓口

行政や全庁的な行政ネットワーク化の推進、

公共施設の民間委託等も含め、行政サービス

の質の確保や公共性の確保等に留意し、効率

的・総合的な施策を推進します。 

 

２．人材育成             

 
 地方分権の進展に伴い、行政を取り巻く需
要が複雑化していることから、町民のニーズ
を的確に捉え、政策形成能力・問題解決能力・
国際化・情報化の進展、環境問題に対応でき
る能力が求められており、それらに十分対応
できる分権型社会の担い手にふさわしい人 
材の育成・確保に努め、地方分権による町の 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 
自己決定権と自己責任が拡大することに対
応し、職員研修や県等の関係機関への職員派
遣等を実施し、職員の資質向上を図り、円滑
な業務を推進します。 
 

３．行政運営の合理化         

 
 地方分権の進展に伴い、町民ニーズの高度
化・多様化に対応するため、適正な定員管理
と人事管理に努めるとともに、定期的な事務
事業の見直しを行い、行政効率や行政サービ
スの負担の公平確保に配慮し、事務事業の整
理・合理化を進めます。 
 また、地域住民の生活圏や産業活動の広域
化に伴い、行政区域を越えた広域的な対応が
ますます重要であることから環境対策や観
光振興等について、周辺市町と連携し積極的
に広域行政を推進します。 

２．効率的な行政運営 

 
■現状と課題 

 

地方公共団体を取り巻く環境は、急激な情報化社会の進展、少子・高齢化の進行、経済構
造の変化、町民の価値観や生活様式の多様化など、様々な分野において構造的な変化に直面
しています。 
 こうした課題に的確に対応し、活力ある豊かな地域社会づくりに向けて、主体的な役割を
担うことが求められています。 
 本町においても、多様化する町民ニーズに対して、きめ細やかな町民サービスを提供する
ため、専門的な知識やノウハウを持って的確に対応することが求められています。 
 これまでＯＡ化の推進、組織機構の再編、職員の研修等による資質向上を図りながら、町
民サービスに努めてまいりましたが、さらに情報公開、行政手続、事務事業の見直し、情報
化の推進、広域行政の推進等を図り、研修による職員の資質の向上や、地域住民・ボランテ
ィア団体等の積極的な行政参加による地域づくりが必要です。 
 

■関連するＳＤＧｓ 

     
    

町民サービス 

人材育成 

行政運営の合理化 

効率的な行政運営 
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３．健全な財政運営 

 
■現状と課題 

 

地方財政を取り巻く環境は、過疎化、少子・高齢化の進行で基幹産業の低迷や長引く景気

低迷などを背景に、歳入面で税収が伸び悩み、また、三位一体の改革や人口の減少により交

付税額が減少する一方、歳出面では複雑・多様化する町民ニーズへの対応や地域福祉対策へ

の対応など、ますます厳しくなる状況にあり、財政構造は弾力性を失いつつあります。 

 こうしたなか、各主要財政指標の動向に絶えず留意しながら、町税をはじめとする自主財

源の確保を図りながら、事務事業の見直しや民間委託の推進などにより健全な行財政改革を

より一層推進する必要があります。 

本町の財政規模は、平成２２年度に４2 億 5，506 万円であったものが、ふるさと納税

の取組みにより、令和１年度には５６億４８４万２千円となり、９年間で３１．７％の増と

なっています。 

 平成２２年度の主な財政指数は、経常収支比率７８．９％、財政力指数は０．４７、実質

公債費比率８．７％、町債現在高は４０億７，７２１万６千円となっています。 

 これを令和１年度と比べると、経常収支比率が１０．８ポイント増加して、財政力指数が

０．１１減少、実質公債費比率は１．３ポイント減少、町債現在高が２８．７％増加してい

る状況です。 

 このようなことから、弾力的な財政構造に向けてこれまで以上に経費の節減に努め、町民

の要望を的確に把握し良質な行政サービス向上に努める必要があります。 

 

 

 

■関連するＳＤＧｓ 

 

       
  

 

決算規模の推移 

（単位：千円）  

区  分 平成 22 年度 平成 29 年度 平成 30 年度 平成３１（令和 1）年度 

歳入  決 算 額 4,255,060 5,141,438 5,645,168 5,604,842 

歳出  決 算 額 3,970,479 4,994,713 3,438,449 3,686,387 

実 質 収 支 比 率 232,931 127,266 84,660 149,574 

資料：東串良町総務課調  
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■施策の体系 

 

 

 

 

 

 

■施策の方向 

 

１．計画的な財政運営         

 

 予算の執行に当たっては、実施計画と財政

計画に基づいた施策の緊急性・必要性等を精

査しながら、事業の選択と優先順位による効

率的な財政運営を図るとともに、既存施設の

運営方法や町単独補助金の見直し、事業の民

間委託を積極的に進め、経費の節減に努めま

す。 

 投資的経費については、重要かつ緊急な事

業を厳選し、投資効果を充分に考慮しながら

重点的な事業を推進します。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

2．財源の確保             

 

 町税の適正・公正な賦課を行い、課税に対

する理解と信頼を図りながら税収の確保に

努めるとともに、受益者負担を原則とする各

種施設等の利用料金の見直し、効率的な補助

事業等の導入などを含めた自主財源の安定

確保に努めます。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

計画的な財政運営 

財源の確保 

健全な財政運営 

決算規模の推移 

（単位：千円、％）  

区  分 平成 22 年度 平成 29 年度 平成 30 年度 平成３１（令和 1）年度 

経 常 収 支 比 率 78.9 89.6 89.8 89.7 

財 政 力 指 数 0.47 0.37 0.37 0.36 

実質公債 費比率 8.7 6.0 6.6 7.4 

町 債 現 在 高 4,077,216 5,437,443 5,551,332 5,721,479 

積 立 金 現 在 高 1,126,200 2,350,845 2,412,553 2,460,965 

標 準 財 政 規 模 2,775,315 2,650,475 2,673,584 2,708,344 

資料：東串良町総務課調  
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■施策の体系 

 

 

 

 

■施策の方向 

 

１．大隅定住自立圏共生ビジョン（計画）の推進 

 
 平成２１年度に、構成市町が定住自立圏全
体で人口定住のために必要な生活機能を確
保し、自立のための経済基盤を培い、地域活
性化を図るためが策定されました。今後、こ
のビジョンに基づいて構成市町の連携・調整
を強化しながら、圏域が目指す将来像及びそ
の実現のために必要な取り組みを行い、また、 

効率的な質の高い行政サービスの提供や構

成市町が一体となった快適なまちづくりを

推進します。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

2．協定に基づく具体的な取り組み    

 
 圏域の救急医療体制の維持・確保のため、
中心市の鹿屋市と関係市町が共同で夜間急
病センター及び救急医療電話相談センター
を設置しました。畜産飼料の自給率を高める
ため、コントラクター組織及びＴＭＲセンタ
ー整備を促進します。また公共交通ネットワ
ークを構築し、交流人口の増加や地域住民の
日常生活における移動手段の確保を図りま
す。 

４．広域行政の推進 

 
■現状と課題 

 

 本町の大隅広域市町圏内における共同事務処理は、次表に示すとおりです。 
 多様化・高度化する町民のニーズに即して、行政の垣根を越えた広範な施策の取り組みが
重要な課題となっています。 
 
 

■関連するＳＤＧｓ 

 

       
 

大隅広域市町圏における共同処理業務一覧 

  

形   態 業務の種類 構成市町 開始年月日 

大隅肝属地区消防組合 消防・救急 １市４町 S５２. ４. １ 

大隅肝属広域事務組合 
火葬場 
介護保険審査判定 
一般廃棄物処理 

２市４町 H２１. ６.１１ 

資料：東串良町総務課調 

協定に基づく具体的な取り組み 

大隅定住自立圏共生ビジョン（計画）の推進 

健全な財政運営 
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